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問題の所在
(1) いわゆる複合契約はニ当事者またはそれ以上の者の間で複数の契約
が締結され併存する取引であり，ここには各契約が締結され履行されること
でこの取出が達成されるという構造が君子在し， これら契約が密接に関連し依
存する関係にあるため，様々な局面でこれらを一体的に扱い影響関{系を認め
うるかが問題となる c 中でも重要な問題の局面が契約の消滅の局面であり，
この契約の消滅知何の問題の最も代表的なものが，一方の契約の解器等によ
る他方の契約の消滅如伺の問題である。間関においては，一方の契約の解除
により締結目的たる当該の取引が実現されず，存在意義会失った地方の契
約の泊減如何が問われ， ここでも契約問の影響関部はこうした締結臣的の各
契約の処理への反映に帰着したのである。ではこの契約の消滅は，いかなる
要素を考慮して， どのような枠組みのもとで判断されうるのか， またこの消
滅の法的根拠は伺か。本稿は前請に引き続きこれら複合契約論の中心に位置
する二つの課題の考察そおこなうものである。
(2) この考察にあたっては近時のフランスにおけるコーズの主観化如何
の議論ぞ参照することが有益である。同留においては複合契約に相当する契
約の集合について議論の蓄積があるところ，特に近時においてはこうした契
約の消滅の法的根拠としてコーズに触れる破設院判決が出現したことなどに
より，議論が同概念の変容，すなわちその主観化如何へと至り， ここではこ
のコーズを根拠に契約の消滅ぞ認めうる限界やこれを?正当化するための原理
が間われ， またあわせてこの契約の消滅の法的構成として契約の失効が論じ
られている。そもそもコーズは法的顧慮の外にあった当事者の動機などを契
約i去の体系に取り込むことでこれを現実に適合させる鵠整弁としての機能を
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担ってきたのであり，コーズを根誕に契約の集会において他の契約の消滅に
より締結自的を喪失し存在意義を失った契約の諮減を認めることは，
事者の動機のコーズを介した顧慮:というコーズ論の発展の一場面としてこれ
を理解することができる。本間についてコーズという離念が担っていたも
の，そしてこれに関する議論な検討することは，間概念含有しないが問題を
共有する我が罰においても意義あるものと忠、われる。呉体的には本間の消滅
の判断枠組みの講築にとって参考になる示唆が得られるとともに，問議論に
伴う契約の失効に関する議論からこの消滅の我が圏の法制疫における位相が
示され，これにより悶鵠度の発展が促されることになる。
2 龍稿での考察の要約
(1) tI、上の問題意識のもとに，前稿においては本間の浩減の判新枠頼み
の講築に有意な示唆を得るため，コーズの主観化に隠する特例を検討すると
ともに， これに続く学説の一部喜子検討したlh
判例におけるコーズ概念の主観北には，花予!ミ双務契約において契約類型ご
とに一定の客観的，始象的な反対給付とされてきた債務のコーズを呉体的，
主観的な対価と把握するだけでなし これをケ超えて一方の当事者の動機とし
て排除されてきた契約諦結目的と把謹するに至るものもあり，この後者の意
味での主観化{主主として契約の集合において他の契約の請減により契約が
コーズを消失したとしてその法減が認められる捺に見出された。そして判例
の中には罷契約を不可分とする雨当事者ーの意思を認めえない場合にもこうし
た契約の消滅を認めるものもあり，そのま当化如詞が跨われていたのであ
る。またこの契約の集合lこ関する特例の中には，締結後のコーズの諮失によ
る契約の消滅そ認めて，従来有効な合意の成立要件とされ，契約の成立段賠
でその存在が要求されたほの不得在は契約の奇襲効をもたらす)コーズを腹行段
階に拡張するものもあったc こうした判例を受けて学説においては，動機を
いかなる基準で、契約領域に組み入れうるか，すなわちコーズとしうるかが論
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じられたc その一つの代表的な見解である D.Mazeaudは， これら判決に債
務のコーズの概念の捌新合見出し，このコーズを一方により意図され棺手方
によって認識されたという意味で、契約の再当事者に共通の目的と解し，その
上でこのコーズの主観化に当事者が利益，意味を失った契約喜子消滅させると
いう意味での主観的均衡を園i 契約正義を実現する手段としての意義を見
出していた。これに対l，J. Ghestin は相手方の認識だけで動機~コーズと
するのは取引の安全にとって明らかに不十分であるなどとして，これを批判
していた。
(2) そして以上の検討から出減の特新枠組みについて次のような示唆が
得られた。本間は複合契約中の偽の契約の消滅により取引が誼折し，締結目
的を消失した の契約からの解放如何を潤うものであるところ，地方に
おいてこの契約の拘束力の夜定は相手方の取引の安全への慢害ぞもたらしう
る。そこで、問題はこの目的をいかなる基準で、契約領域に組み入れうるかにあ
り，一方で両契約が運命を?ともにするとの黙示にしろ何らかの合意を認めう
るほどに自的が共有されている場合には消滅の判断は意思によっても基礎づ
けられうるが，伯方でこの目的が相手方に認識されているにすぎない場合に
は浩減の判断は契約の主観的均衡の要請，契約正義によってのみ支えられう
るc このうち後者の場合には消滅は取引の安全，さらに意思自治への制約そ
もたらしうるため，これに見合うだけの不均衡の存在，つまり契約への拘束
が著しく契約正義に反する事捕の存在が求められよう。そしてここから消滅
の判断枠組みの指針ーとして目的の契約領域への組み入れの段轄とこうした衡
平の考慮、との相関関係が浮かび上がってくる。
3 本稿の課題と構成
(1) 以上の検討とこれにより得られた諮滅の判所枠総みの指針をふまえ
て，考題されるべき要素の倹詰守合めた判断枠組みのさらなる構築，および
これの法制度上の{立置づけを明らかにすること，つまり消滅の法的提拠喜子解
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明することが本縞の課題であるひ
(2) そのために本稿では呉体的には次の検討をおこなう。まずコーズの
主鏡北に関するいくつかの代表的な克解について，主として動機をいかなる
基準でどこまで契約領域に総み入れるのか，つまりコーズとするのかという
親点から検討するむ前稿においてはコーズの主謀化lこ関する判簡を中心に換
討し，学説についてはもっぱらその最も重要な見解である:vIazeaudの見解
のみを取り上げたが，本稿ではこれらをも検討することで陪見解の学説上の
佼誼づけを?示して，議論の全体f裂を明らかにし，前轄でおぼろげに見出され
た指針ーを検設し，判断枠組みのよそデノレを提示することをケ試みる。
次にこうした契約の消滅の法的構成に関する議論喜子検討するつ具体的には
契約の集合中の一方の契約の解除等による地方の契約の消滅のように契約締
結後にコーズを消失した契約の語減の法的構成として契約の失効を主張する
近時の有力な見解を戟り上げる。これは上記判断枠組みの法制度上の位置づ
けを考察することにあたり， これにより向法減の法剥度上の{立相，つまり法
的根挺に関する示唆が得られることになる。
また近時あいついで債務法ないし契約法改正草案が公にされているが，こ
れら諮草案が以上のコーズ論および契約の失効についてどのような立場守採
用しているのかについても簡単に検討する。
そしてフランス法の議論の検討より得られた示唆をふまえて，簡単ながら
これに対倍する我が隠の法の検討をおこなう。具体的には，まず上記判断枠
組みのモデルが我が憶の本需に関する裁判例jの実際の判断に窺和的であるの
かを検証し，あわせてこれらにおいて考慮された要素を抽出する。次に上記
の消滅の法的議成に関する議論の検討から導き出される消滅の法的根識に対
広、する我が国の法制度に関する議論を検討し，陪法制援をこのj隠滅の法的線
地に当てうるかを明らかにする。以上そもって本識の課題である竣合契約中
の契約の消滅の半日新枠組みとその法的摂拠に隠する試論を提示することを試
みる。
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4 f責務法，契約法改正諸草案におけるコーズ
(1) このように本稿が対象とするのは，契約の集合における契約の消滅
如何の開題を中心に展開された，フランスにおけるコーズ概念の主観化およ
び契約の失効に関する学説の議論であり，これらは既述のように本稿の課題
の考察にとって有意な示唆合多分に含んでいるためである。もちろん近時に
おけるフランス契約法の展開はヨーロッパにおける契約法の統一の動きと無
縁ではありえない。ただここで検討の対象となるコーズの主観化をめぐる
論はー諮問国内の自律的な契約i去の畏開に位置づけることができるであろ
う2)。
(2) ところで近年においてフランス民法典はその大改正の最中にあり，
既に担保法次いで相続法の改正がなされている。こうしたやで債務法につい
ても P.Catala -'a:'中心とする債務法改正委員会が立ち上げられ，その活動の
成果は 2005年に疑事支f壬法および時効法を含む民務法持効法改正準備草案
(以下Catala}'草案とする)として公表されている3しこの Catala革案刈ふ主とし
て判例と学説の到達点公示して，員法典をナ継続し，現代化するものであり 5)，
近年におけるヨーロッパレベノレでの契約法の調和の動き，特にヨーロッパ契
約法原則との関係では，これに一致する規定も存在するが6)，倒えば問涼院
では採用が明確に否定されたコーズ概念を存置しているように，プランス民
法典の固有の特鍛を維持しており，なお大きな隠たりがあるi)。そして本稿
との関係では，コーズについて大幅な改正がなされ，また契約の集合におけ
る契約の消滅に関する規定が創設され，あわせてその消滅方法としての契約
の失効が規定されていることが注陸される。その後，改正については話立っ
た動きが見られなかったが， 2008年に入るや8)，時効法について改正法が成
立しへ次いで債務法の中でも契約法の部分については，司法省が新しく改
を作成し(以下司法省草案とする)iO)，さらにこれとは別に F.Terreを中
心とする委員会が改正準踊京案-'a:'公表するに至っている(以下Tcrr言宗案とす
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る)これら草案は，いずれも上記Catala草案をふまえているが，間草案
とは異なり，ヨーロッパ契約法探知をはじめとするヨーロッパおよび国際的
な契約法の調和の動向をより意識したものとなっている。すなわち， これら
においては Catala草案が残したフランス法盟有の特徴のいくつかが消
されており 12L 中でも注目すべきは，その象徴ともいえるコーズ競念が，
E立法省草案においては契約における利益という機念に置き換えられ， Terre 
においては完全に放棄されていることである。かくして， ここに玉三り，
コーズ喜子現り巻く法状況は混迷を深め，現時点ではそのゆくえを予想しえな
い。このようにコーズ課念は近い将来において消滅する可能性も生じてきた
わけであるが，それでもなおこのコーズに関する議論を本稿が検討すること
は次の理由から意義あるものと考える。すなわち，坂にコーズ概念が放棄さ
れることになるとしても，間概念がおってきたものまで放棄されるわけでは
なし判例などによる時概念を通じた法の発展は地の規定において維持され
ることになる泊。本陪については，これら草案においても契約の集合にお
ける契約の消滅に関する規定が置かれ，またこの契約の消滅全適用対象とす
る契約の失効が規定され，これらがその実質念担っていくことになるのであ
ろう。これら規定は多分に解釈の余地を残す捨象的なものであって， ここか
ら出減の要件が誼ちに明らかになるわけではないため，従前の議論の成果が
引き継がれる余地は十分にあるものと思われる。
(3) 以上のゆえに，本構の課題の手がかりとして，コーズという我が箆
{こなくかっその先行きの不確かな概念に関する議論な検討することは，なお
意義あるものと思料する。そこで以下に;f;:，'いては契約の集会における契約の
消滅如何を中心に主としてこの近時におけるフランスのコーズの主説化に関
する議論とこれに伴う契約の失効に拐する議論を検討するつまた上記三法案
の本稿に関[系する飽剖規定も，いまだこれらを凌駕する議論の蓄積はない
ものの，興味深い一つの態度決定として参擦に値する。これらを通して我が
留の護会契約論の上記ニつの課題への解答のための示唆合得ることを試み
る。
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前稿での検討により，判例におけるコーズの主観化のおおよその姿，その
中で、の契約の集合におけるそれの位置づけ，さらにここで契約の消滅が認め
られる限界とこれが爵当事者の意思に基づかない場合の正当化という課題が
明らかになった。そしてこうした判例に触発されて，学説においてはこの主
観叱の是非やその程度，その意義などを?めぐって様々な議論が沸騰した。判
例に対する学説の反応には，個別の判決に対するものとしては， これを肯定
的に評錨する見解もある一方で‘，当事者の予見，取引の安全を害し，契約の
自由主ァ授害するなどの批判もなされていた。とはいえこうしたコーズ概念の
主観化の傾向自体は学説一般において一定程度容認されている。ただその
鋭化の穂度については，反対給付の呉体的，主観的把翠にとどまるのか，そ
れとも契約の締結目的と解するまでに至るのか， iEt度差がある 14)0 さらに後
者の意味での主観化を認める見解もこれを契約の集合にのみ限定するのか否
かで分かれるこうしたやで ~lazeaud のように，判例にコーズ概念の刷
新を見出し，契約締結目的合コーズの 9~ に組み入れてコーズを主観的に理解
する新しい主観説ともいうべき有力な見解が登場する。これに対し特例をふ
まえながらもこれら主観説とは異なり，コーズの主観化を反対給付の主観的
拒謹にとどめるコーズ論を提唱する見解も現れている。また他方でコーズの
主観化が認められた中心的な場面である契約の集合における契約の消滅につ
いて，締結後にコーズを消失した契約の消滅方法として契約の失効が主張さ
れ，この観念およびこれに与-えられる制度を明らかにすべくいくつかの研究
が近時公にされている。そこで以下においては，まずコーズの主観化の議論
の全体操を明らかにするため，前稿で検討した Mazeaudの見解を除くコー
ズの主観化についての学説の代表的な見解を検討し，次に契約締結後にコー
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ズを消失した契約の消滅方法としての失効に隠する議論を検討する。なおこ
れらの検討は契約の集合における契約の議滅に関わる部分をもっぱら対象と
する。またそれぞれに関して近時の債務法，契約法改正諸草案がなした態度
決定についてもあわせて参照する。
コーズの主観化をめぐる議論
(1) まずコーズの主鎖的把握の中でも契約締結目的としてこれをナ把握‘
し， Mazeaudとともに近時の釈しい主観説全代表する P.Reigneの見解七
特に一方当事者の動擦がコーズとなる基準や契約の集合についての考え方に
注目して，検討をおこなう
これまで遊説たる二元設において動機として{責務のコーズから排除されて
いた契約締結目的喜子これに組み入れる主観説の中でも純粋主観説ともいうべ
き見解が， Reign己のテーズである問。これは上記判例の展開以前に警かれ
たものであるが，これを態論的に基礎づけうる近持の主観説を代表する見解
であるl針。なお間テーズはそのタイト/レにもあるように債務の発生原図た
る作用関としてのコーズ (causeeficientけを主として対象とするものである
が，これとともに本識が対象とする呂的国としてのコーズ (causefinale)につ
いても特徴的な見解を示している 19)28)c
Reigneは，主として特例の分析に依拠し，通説的な債務のコーズの理論
が誤っているとした上で，コーズの純粋に主観的な援解を主張する 21)。
このうちまず鏡務のコーズに関する特例に強い影響合与えたドマのコーズ
論において挙げられていた類型に関する債務のコーズの理論について，次の
ように批判する22)。すなわち，双務契約における{実務のコーズが反対絵は
であるとする点について，商慣務の相互依存性はこれら霞務が当事者におい
て不可分であること，すなわちその主観的な不可分性によって説明できるた
め，このように償務のコーズによって説明することは無用である。また要物
契約，例えば消費貸潜契約における{苦主の績務のコーズが自的物の引渡しに
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あるとする点についても， この引渡しがなければ消費貸詩契約は無効でユある
から，向無効を導くために{責務のコーズによる必要はない。
次にドマにおいて考慮されていなかった類型のうち， {:列えば保証人の債務
のコーズについて，次のようにいう出。判例によれば，保証人の債務のコー
ズは，主たる債務者のために僚権者がなす信用の付与にあるとされるが，主.
7こる債務が存在しない場合に，保註契約の無効はその従たる性質によって説
明されえ，またこの考え方によれば保証人と主たる債務者との間の関係を考
慮しえず，さらに主たる{責務が発生した後に保証人が現れた場合に対応しえ
ない。
そして以上から Reigneは双務契約と要物契約において債務のコーズは
無用であり，その他の契約においてもその客観的な性質を失っているとす
る24)。
その上で有欝契約におけるコーズの不存在に関する特例ぞ検討することで
コーズの純粋に主観的な性質が導き出8れるとする。すなわち，コーズとは
当事者が意図した契約自的であり，これは，当事者に共通の契約毘的だけで
なく(この場合一方の目的は処方にとっての決定的な動機である)，一方が追求し，
他方がこれそ考慮、に入れることで，契約に組み入れられた自的をも含みに
の場合…プJの目的は他方にとっての動機の一つである)， この目的を達しえない場合
にコーズは不存在となるそして契約における呉体的な要素，例iえば双
務契約においては一方の債務の目的(ぬjet)の不能または不存在はそれが契
約自的の実現にとって不可欠であり，その不実現をもたらす場合にのみ，
コーズが不存在となって双務契約の無効そもたらすのであるお)。したがっ
て民法典 1131条以下のコーズとはこのような純粋に主観的な自的関である
と27)。
そして以上のような主観的なコーズ捜念は少なくとも有償契約における
コーズの一元的な把握を可能にする刻。すなわち当事者が意図した契約目
的は契約のコーズでいうところの決定的な動機と間一視されるため，古典的
な債務のコーズと契約のコーズの区別は排鎗される29)。加えて Reigneは，
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この純粋に主額的なコーズ概念ぞ採用することで得られるもう一つの利点と
して，その柔軟さゆえに従来の債務のコーズの理論ではなしえなかった契約
群 (]esgroupes de contratsl，具体的には契約の集合の法的処理が可能になった
ことを挙げていることが注目される。
Reigneは畏主のために第三者から融資がなされる売買と貸潜が結合した
調達貸付を剖iこ次のようにいう制。すなわち，従来のコーズの理解によれ
ば，たとえ売買契約が無効になったとしても，貸措契約において引渡しがな
されている以上コーズは序在 L，間契約は無効になりえなかったが， この
コーズの主観的な定義によれば，売買への融資という河契約の雨当事者の締
結目的が売巽の無効または解訴による遡及的消滅によって当初より達成しえ
ないため，貸能契約がコーズの不存在によって無効となることを説明するこ
とができる。かくしてこのコーズの定義によれば，契約当事者間の関係外の
もそれが契約締結目的に組み込まれた以上，考慮されることになるので
ある
なおここでは一見売翠契約の解践という貸借契約締結後の事由によち向契
約のコーズの不存在が認められているかに見えるが， Reigneは売買契約j隠
滅の遮及効を強調し，貸{昔契約は当初よりコーズが不存在であったとするこ
とで，あくまでコーズの役割1f?契約締結段階にとどめ，その無効を認めてい
るのであるた)。ただし後に Reigneは，こうした契約の消滅方法について，
コーズの不存在による無効ではその遡及効ゆえに，特にブアイナンスリース
におけるリース契約についてこれを認めることが不都合で‘あるとし，締結後
に存在理由を失った契約が自動的にかつ遡及効ie伴わずに消滅することを認
めうる失効によることを子主張するに至っている33L この点については，自
身のコーズ論との結びつきが明らかではないものの，契約の集合におけるこ
のような契約の消滅方法として失効守主張する先駆的な見解として注目に値
するであろう。
(2) 以上が Mazeaudと向じく判例によるコーズ誠念の主観的指握な取り
込みうる新しい主観説を主張する Reigneの見解の要旨である。この Reigne
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の見解は，合意な決定せしめた動機が契約領域に組み入れられている場合に
は，これが当事者に共通の契約締結目的としてコーズになるとしている点
で，またこうしたコーズ諜念の主観化は契約の集合における国有の消滅原霞
のない契約の諮減の理論起を目的のーっとして提i隠されたという点でも共通
している 34)0 
このような重要な共通点がある一方でこれら主観説には次のような見逃せ
ない差呉も存在する。まず動1震が契約領域に組み入れられるための要件につ
いて， Mazeaudが相手方によるそれの認識で足りるとしているのに対し，
Reigneはそれが相手方に考慮に入れられたことをナ求めているというよう
に，開説には微妙な違いがあるc 次にコーズ概念の主観{ヒの程度についても
Reigneがこのような純粋に主観的なコーズ概念でもってコーズを一元的に
解するに至っているのに対し， J¥lazeaudは通説的な債務のコーズの概念を
しつつ，この発展したコーズ概念がこれと併存しているとのより慎重な
(判例の)理解守している点、に相違が存在する G さらに Mazeaudのコーズ論
においては，判傍におけるこのコーズ摂念の発展，すなわちその主観住とそ
の題行手段賠への拡張が，特に一方の当事者にとっての契約の利益，意味を考
慮:することを通じて，履行段踏にまで及ぶ契約における主観的な均衡を実現
させるもの，ひいては契約における連帯主義守具現するものとの理解が基窟
にあり，その意味でこのコーズ撹念の発展が契約における均衡，そして契約
正義営実現させる手段として，これと分かちがたく結びつけられている到。
これに対し， Reigneのコーズ3iIにおいてはこのような観点は希薄である。
この点はJ¥i{azeaudの見解の大きな特徴であって，陪じ主観説を採る Reigne
の見解との重要な差異といいえよう。
(3) 以上の主観説は今やコーズ論において学説上有力な地位を得ている
が，持様に近時の判併を?ふまえかっコーズ概念を一定程度主観化させながら
も， これに対し異論を唱える見解も存在する。ゆでも Catala草案のコーズ
に関する規定の原案の起草を担当したJ.Ghestinは，近時公刊されたその大
部の著書において次のような見解を示している制。ここでは上記主観説の
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特質をより明らかにするためにもこの Ghestinの見解ぞ簡単ながら検討しょ
つ。
前稿でも検討したように GhestinはMazeaudらの主観説について相手方
の認識のみで動機がコーズになるのは取引の安全にとって不十分で、あるとす
るc 他方で双務契約におけるコーズを契約類型ごとに一定の反対給付とする
通説的な客観的コーズ概念についても，類型自体不明確である上に，既存の
類型に属さない新しいタイプの契約を考慮しえないなど不適当であって，よ
り主観的な定義が必要で、あるとする。その上で膨大な数の判鈎の分析をふま
えて，一定の動機すなわち一方当事者が契約に求めた利益の考慮は不可欠で
あるが，これと寂引の安全ぞ両立させるため，その充足が明示または黙示に
約された場合のみ契約の領域に組み入れられ，このようにして合意された椙
手方の負担する反対給付(ω山.'epartieconvenue)を有鏡契約のコーズの不存在
についての農務負担のコーズ (c抗日dej'e時agement)3i)であると定義する刻。
このように Ghestinにおいては，一方の当事者の追求する利益は相手方に
知られていただけでは足らず，その充足が相手方との間で合意されてはじめ
て契約の領域に組み入れられる，すなわち債務負担のコーズとなるのであ
り，その意味で契約的なのである"し以との意味において主観的な Gh己stm
のコーズの定義によれば，クロノポスト判決におけるような当事者の望んだ
対備という主観的に把握された反対給付はコーズ概念に設り込まれることに
なる。また契約の集会の中のある契約においてたとえ反対給付がわずかで
あっても不可分な他の契約ぞ通じて合意された反対給付を享受している場合
には，この意味でのコーズの存在が認められ，間契約の無効が留避されると
している。これに対して，本間の契約の集合における一方の契約の消滅によ
る他方の契約の消滅については，コーズを提拠にしたものとしておIazεaud
らが引用する判決は必ずしもそのように解しえず，判例は全体として明示ま
たは黙示の闘契約営不可分とする調当事者の意思iこ基づく契約簡の不可分性
をこの消滅のキ良識としていると解している制。
以上が近時のコーズ論における代表的な見解の一つである Ghestinのコー
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ズ論のその不存在に関する部分の要誌である。 Ghεstinにおいてもコーズは
通説のそれに比してより主観的に把握されているものの，双務契約において
一方の当事者が契約に求めた利益つまり動機はその充足が両当事者において
明示または黙示に約されている場合にのみ契約に組み入れられ， このような
意味において合意された反対給討がコーズと定義された。これによれば，こ
のように主観的に把諜された反対給付を超える相手方に認識または考慮、され
たにすぎないような一方当事者の契約締結目的はコーズに含まれないことに
なる。またその存在の評価は契約の締結段階においてのみなされるとしてい
る。それゆえ GhestinはYlazeaudらとは異なり，契約の集合における題有
の消滅原留のない契約の消滅の根拠そコーズ{こ求めず，近時の有力説詞様に
南当事者の共通の意思lこ基づく契約時の不可分性によっている41)。
ただしこのように共通の意思つまり合意にその根拠を求めるならば，前稿
で検討した破設院商事部2000年 2月15日判決の事案のように， {，反に黙示の
の共通の意思、に基づく不可分性を認めることができても，一方の契
約が出減しても他方の契約は待続するという，これと矛!蓄する合意が存在す
るi場合には(fJ思の矛腐?)，後者の合意合排除する何らかの工夫が必要とな
り，また取引の専門家と素人との間におけるように当事者閣の力関係が対等
でなければ，このように雨契約を分別する合意が往々にしてなされるであろ
うことに留意すべきであろう c
(4) なおここで債務法，契約法改正草案についてー設する。 Ghestinが
コーズに関する部分の原案の起草を担当した Catala草案の規定(1124条以下)
について，開草案の規定と Ghestinの見解とは次のように大筋で一致してい
る41)。すなわち，間草案においてもコーズ概念は{責務負担のコーズとして一
元北されたうえで， 1125条によれば有償契約におけるその不存在について
は合意された反対給付と定義され，かっその存在は契約成立時においてのみ
評価される山。また悶条の 2項は，このコーズの現実性と両立しない条項
は書かれていないものとみなされるとし，本賞的f責務に矛属する損害賠鎮額
制限条項を債務のコーズを奪うとして排除したクロノポスト判決の立場を明
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文化している c そしてこの遊説の債務のコーズに比して呉体化，主観化され
たコーズ機念によれば，契約の集合中の一方の契約において反対給付がわず
かでも不可分な他方の契約から利益を得ている場合には，コーズの不存在に
よる無効は用じく関避されることになる 対して契約の集合中の一方の
契約のj自滅による他方の契約の諮減については，具体fヒ，主観北されたとは
いえなお反対給付にとどまるこのコーズ概念によっても根誕づけえないこと
となる。次にこの点について，宣言案は， 1172条において，複数の契約があ
る単一の寂引に属し， かつ全f体本としてのこのR取文引ををナ達成する7たこめに各契約の
履行が必必、要とされる関{係系にある場合をぞ?相互{依衣存関f係系 (il川
とした上でで、， 1口17η2条の 3(にこおいて， こうした相互依君子関係にある契約のう
ちの一つが無効になった場合に，間じ集合{こ属する勉の契約の当事者がこの
契約の失京!な主張することができる器定めている制。このように消滅の法
的根拠については，従来学説により主張されてきたコーズや不可分性ではな
く，椙互依存性 (interdepenぬnce)なる概念が新たに設けられている制。かく
して草案は，特例および学説により鍛造され，発展させられてきた契約慌の
影響関係，すなわち相互依存性の消滅の局面に関する規律を明文化し，一つ
の形を与えた点で控目されるつとはいえ特にその要件について，こうした相
互依事関部にあること以上の嬰件は定められておらず初，当事者のその詩
の合意のない場合にもこれを認めうるのかも明らかではない。加えて同条が
めるのは植の契約の無効の場合であり， f也の契約の解散等の場合について
は明確な競定を欠いており，この場合の処理および無効に摂定した理由は草
案理由からも不明で、ある。なお草案は契約の失効に関する規定ぞ創設してい
るが (1131条)，この点については後述する。
これに対して， f也の二草案はコーズ観念~他の概念で代替し，またはこれ
ぞ放棄している。一方で司法省草案はコーズを契約における和議 (interとtau 
contrat)なる撹念で代替し，これに関する規定を「契約の内容j と題する節
に置いている(主主祭85条以下)制。諸外国やヨーロッパおよび国際的な契約法
の諮和の試みにおいて採用されていない跨概念を韓持する理由はないが，特
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に契約における均衡を取り戻すために諾判決がおこなった解決など49)，同
概念がこれまでに担ってきた諸機能を維持するためである。そしてこの契約
における利援は Catala草案におけるコーズと向識に，約束喜子正当化する (85
条)，合意された反対給付であり，契約締結時にこれが存在しなければ有償
契約は無効となる (86条)。また契約の和議を無にする条項は脅かれていな
いものとみなされる (87条)問。したがって以上によれば契約の集合中の一
方の契約の消滅による飽方の契約の諮減については，同じくこの概念によっ
ては基礎づけえないこととなる。これに対応して，草案においては Catala
草案lこ近い内容の栢立依存性に関する次のような規定が置かれており，持様
に注目される。すなわち， 13条に相互依存関係に関する Catala草案の 1172
条とほぼ詞じ規定が置かれた上で， 100条{こ，相互依存関係にある契約のう
ちの一つが無効になった場合に，詞じ集合に属する俸の契約の当事者が，無
効により契約の履行が不能になる，または一方の当事者にとって契約が全く
利読を失う場合には，契約の失効を主張することができる語の Catala
の 1172条の 3に要件が加えられた規定が寵かれている tこだ， 100条は，
より要件が詳細になったとはいえ，例えばこの契約の利誌に椙手方の合意ま
でを嬰するのかなどは明らかではなしまた C乱ねla草案と同じく他の契約
が無効になった場合のみを対象としている目。なお 101条に向草案とほぼ
間接の契約の失効に関する規定が置かれており，これについては後述する。
他方でTerre草案においてコーズ概念は完全に放棄されるに至っている。
その理由53)は，同概念が多義的で不明確で、あって，現代化のための再定義
は困難であり，またプランス法を海外に輸出するため， とのことである。そ
してこれまでに特例などにより詞概念に与えられた様々な機能の多くは「契
約の内容Jと題する節の諸規定によって担われることになる。このうち双務
契約における債務のコーズによって担われた諸機能の中でも，クロノポスト
判決におけるコーズ概念を介した本費約債務に皮する条項の排除が陪概念と
切断されたうえで明定されていることが目を引く(草案64条)。そしてなに
より注呂されるのは，他の節の契約の失効について定める 89条において，
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契約の集会中の一方の契約の消滅による地方の契約の失効が，むろんコーズ
概念とは切り離されたうえで，明文化されていることであり
いては後述する c
2 契約の消滅の法的構成としての契約の失効
この点につ
(1) 以上のように近時の主観説に対しては，いかなる慕準で動機を契約
領域に組み入れうるのか，つまりこれをコーズとしうるのかについて，有力
な異論が幸子在いまた Catala草案のコーズ{こ関する規定もおおむねこれに
よっていた。ところでこの主読説そして向様にコーズ概念を主観的に把握ーす
る'flHJ1においては， こうしたコーズ撹念の主観化，すなわち の動議の
コーズ概念への組み入れのみならず，特に契約の集合においては有効に成立
したはずの契約が後にこの集合に属する抱の契約の諮減により当該の取引の
達成という契約締結毘約たるコーズミグ失って消滅することが認められ，コー
ズが履行段階にまで拡張されていた。ここでコーズは契約の有効要件として
契約締結時に存在しているだけでなしそれが履行段階においても存続して
いることが求められているのである問。では成立後にコーズミケ失った契約
はいかなる法的形式において消滅するのであろうかc 契約の集合に関する判
開も消滅の法的構成として解約や失効などを挙tf，一貫性喜子欠いているのが
現状である。そもそもコーズの不存在の効果は無効のはずであるが，この場
合契約は既に有効に成立しており，また無効は翠及効を有するところ，判拶H
の中には継続的契約に関するものも少なくなしこのことが特例がコーズを
根拠にすることをケ回避させる原盟となってきたとの指携もある刻。地方で
上記判鰐のやには解約な認めるものも存在したが，解約や解除の蔀提となる
不履行が存在しない。
そこで近時このような契約の集合における契約の詩減方法で，取引の遥成
不能，すなわち当該契約の成立後の締結目的の消失という事態を庭裁に反映
する構成として，l主自されているのが契約の失効である c この失効という構
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成は実際すでに前稿において検討した複数の判決において採用されている
他。契約鴎の影響関誌の根拠としてコーズミナ主張する見解はもちろんJ-B
Seubeのように不可分性合支持する見解においても契約の消滅方法としてこ
れを主張するものもある目。とはいえ，この失効なる観念は部えば追贈の
失効など古くから認知され，また特に近時においては契約の集合中の契約が
会失った場合などの様々な湯屈で判例により契約の失効が認めら
れ，契約にその主たる領域~有するに至っているにもかかわらず，これまで
同課念の考察は十分になされてきたとはいえない。このような契約の失効
が，いかなる場面において， どのような要件で認められるのか， また遡及効
の有無なとその効果についても明らかではなかったが，近時この契約の失効
についてその概念および制度を明確にすべくテーズ在中心にいくつかの論文
が著されている問。これら論者においてこうした契約の失効が認められる
場面はおおよそ共通し，いず、れも契約がその成立後にコーズを失った場合~
挙げ，コーズについてこれな主観的に理解するなど従来とは異なった理解を
したとで，その主な場面として契約の集会を挙げている c その意味でこれら
は契約の失効という法制度を検討することを通じて，コーズ概念の変容特に
その主鋭化についての考察をなすものでもある。またコーズの消失による契
約の失効は必然的にコーズの殺行段階への拡張を求認することも意味してい
るc そしてここではみ;稿の問題意識から次の点が関われねばならないであろ
う。特に契約の集合においてし、かなる要件でコーズが治失し，契約の失効が
もたらされるのか，またここで契約の失効が認められることにはどのような
意義があるのか，さらにこの失効にはいかなる制毘すなわち効果が与えられ
るべきなのか。中でも契約の集合との関係ではその遡及効の有無が最も重要
である。従来失効は遡及効む伴わないものと理解され，継続的契約には適切
な講成であっても，一時的契約の場合には河らかの技巧を介さなければ解除
のような原状拐復による適切な解決は実現しえない到。そこで以下におい
ては近時のこの契約の失効に関する論文のゆでも最も包括的かつ詳縮な研究
である R.Chaabanのテーズ(0)について，特に契約の議会において一方の契
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約が消滅した場合についてのこれらの問題守中心に，検討をおこなう。
(2) 一般に失効は次のように定義されてきたっすなわち，有効に成立し
た行為がその後有効であるために本質的な要素そ失うことなどによって，自
動的に将来に向かつてその効力会失うことをナいうと c まずCha乳banはこの
失効がローマ法{こ起源を有し，現代においてもその彰響が色濃く残っている
とする。特に失効の効果としての非遡及殺 (non-retroactivite)と自動効 (auto-
maticite)について，自立者はローマ法において遺!穏について認められた失効に
政策的に与えられた効果にすぎず，また後者は当時の訴訟手続きに由来する
ものであるなど，由来を明らかにし， これらが制度の本質によるものではな
いとする 次に現代における失効について以下のようにいう。そもそも
民法典はローマ法の影響{e受けて， )金贈や婚女i耳の際になされる贈与などにつ
いてのみ失効を認めていた。しかしその後これら無慣行為に関する失効
要性が減少する一方で，新たに手u鰐によりOlJえば契約の集合の場合など有欝
行為についてもこれが認められるようになり，その重要性全増大させてい
る。こうした主たる領域の変更によって失効は契約のー消滅方法となるに
至ったのである。それゆえこれぞふまえて，ローマj去のくびきから脱した同
概念の新たな現解が必要であり，このうちその鵠毘について，具体的にはそ
の非遡及性と自動効について，いずれも現i-1;;の失効に行いては不都合もある
ため，その再考が求められるとしているω。また悶諜念の定義については時
の流れによっても不変な失効の震要な要素として事後性と中立性を挙げる。
このうち前者については，行為が有効に成立した後に失効の藤田となる出来
事が生ずることな指し，後者については，解除など位の消滅涼図から反別す
るため，失効はブオートによらない出来事または当事者の一方の意思に由来
することを意味するとされる。その上で間概念の再生を説くのである制。
(3) 以上の開題提起i'ふまえて，まず契約の失効の械念について検討す
る。ここで Chaabanは，契約の失効はその適用場面が大きく二つに分かれ
るため， この一つの競念{こはニつの側面が存在するとしている。第一に，
務の目的 (objet)や契約のコーズが履行段諮において治減した場合，つまり
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行為が有効であり続けるために継続して必要な要素の消滅による失効を挙げ
る。続いて第二に，同意がなされなかったため本契約が成立しなかった前契
約や停止条例二が成就しなかった契約なと、最終的な権利および義務の発生に必
要な要素の不発生による失効守挙げる6，))。以下においては前者のうちの契
約のコーズが消滅した場合，特に契約の集合におけるそれについての見解を
検討する。
Chaabanによれば，コーズの法減による失効は，履行が不可能になって
いないにもかかわらず履行段階においてコーズが消失したこと，すなわち当
事者の当初の想定とは異なる状況が契約にもたらされることによる。判{測が
失効ぞ介してこのような契約の消滅ぞ認めることは，不予見理論を認めない
ことにより生ずる不正義を補い これを間接的に家認するものと見るこ
とができ，その意味で失効とは衡平を担うものといいうる66)。このコーズ
の消失による失効は，コーズの存在が契約の履行段階においても求められる
ことに加えて，コーズの概念の主観化，すなわちコーズが当事者の契約締結
目的として理解されることを了も意味している。このような失効は，単独の契
約の場合には無償契約にのみ認められるものであるのに対し，契約の集合に
おいては有償契約の失効が認められているとする叫州。
そしてこの契約の集合において認められる失効について次のようにいう。
すなわち， '11H9Uは，契約が単一の取引の達成を目的として相互に依存する関
係にある契約の集合において，一方の契約の解除や無効等による浩減により
この目的伝達成しえなくなった場合に，他方の契約の諮減を時にコーズを根
拠に認めてきた。ここでしばしば契約の失効は，衡平の観点から
にとって不利なまたは無用となった残りの契約を鴻減させ，その拘束力を失
わせるための裁判官による契約介入のための道具となっていたc 判例の中に
は消滅の構成としてこの契約の失効を明示的に採用しないものもあるが，そ
れでも失効がこの消滅にとって最適の措成である。とはいえここでの失効の
承認には適切な限界が設けられるべきであるという刷。この点について，
Chaabanの見解守より詳織に見てみよう。
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判例は当初この契約の法減の根拠として， しばしば箆利ではあるが媛味な
契約掃の不可分性によってきた。ただこれら判決についても，こうした不可
分性ぞ介して取引の達成という目的としてのコーズの存在が承認されてきた
と理解することもできる。その後，前稿(こ見たように，コーズを共通の目的
と解して，集合内の契約の失効を認めた破鼓腕第一民事部 1997年7月1日
判決など， 'fIJj現jはこのような消滅を認めるためにコーズに依誕するようにな
る。そしてこれら判決においては，コーズは各契約を不可分とする当事者の
に基づく契約関の不可分性喜子支え，その意味でコーズはこうした
の意思に等しいものといいえた。しかしながらこのうち破段位潟事部 2000
年 2丹日日判決においては，一方の契約が消滅しても他方の契約は存続す
るという契約を分割する明示の条壌が存在していたにもかかわらず，コーズ
を根鎚にこの契約の消滅が認められていたc そしてここでは当事者の意思は
後退い契約を諮減に導いたのは裁判官による綴平な解決，つまり契約の正
義の希求であり，コーズはこれそ実現ずる役割を担っていたのである問。こ
のように判併合分析した上で， こうした契約の集合における契約の消滅は以
下の理出から失効によるべきとする問。まずこの契約の集会においては一
方の契約の無効または解徐により地方の契約のコーズすなわち契約締結目的
が履行段階においてつまり事後的{こ消失しており，次にこうしたコーズの消
失は当該契約の不履行や当事者の意思によらない中立的なものである。また
判例がコーズによった実務上の原ェ白として，特に畿続的契約などにおいて，
失効が将来についてのみ契約を消滅させるというや間的な解決を実現できる
ことを挙げるつしかし以上の過授ともいっていいほどに失効を認めうる判例
の解決には次のような危険もあるという。すなわち，上述のような主観的
コーズの承認知侭はあらゆる契約の集合において認められなければならない
はずである。しかしこのことは，特に失効が契約の遡及的な消滅そもたらす
場合には，契約正義による契約の拘束力，取引の安全に対する侵害をもたら
すことになる泊。そして契約の消滅ぞ基礎づけるコーズが一方当事者の動
機にすぎないとしたら，契約の拘束力，意思自治は大いに害されよう i3)。
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それゆえ，契約の集合における契約の失効は際問として明示にその旨を定め
る条項が存在する場合に限られるべきである。こうした失効条項全介して一
方当事者の動機は契約の領域に組み入れられ，コーズの消失による契約の治
減{ま詞当事者の意思{こ基づくこととなり， 自治のJit則 されること
になるとmむ以上のように Chaabanは，契約の集合におけるこのような契
約の消滅について，主観的なコーズの消失による失効という構成が適切jであ
るとしつつ， これが認められるためにはその滋の明示の条墳があることが必
要であるとして，その限界を闘しているのである。
(4) では失効が認められるとして，これにはいかなる効果が与えられる
べきであるのかc Chaabanは次にこれに関する制度，特に遡及効の有無と
自動効如何について考察をしている。以下においてはこのうち契約の集合と
より関わりがあるその遡及効の有無の問題を中心に換討をナおこなう。
まず失効の諮及効如何について，一般に失効には遡及効がないとされてき
たが，これはローマ法の顛落財産の制度に由来していた。同制度によれば，
当初は人口増加のため後には隠家間政な豊かにするため， )立賠において受泣
は，婚姻適齢期jに独身の場合には全部，婚姻はしているが子がない場合に
は子がある者の半分しか受け取れず， このように取得能力のない者{こなされ
た迫賠は失効し，財産は子のある受退者に，そうした者ーがなければ国療に帰
属したのである c ここで失効は，上記1&策的理由からこの事由が生じたとき
に(例えば独身者が椴続iお始後 100[1以内:ニ的総合しなかった場合)逃贈の効力を失
わせれば十分で、あり，また当初より無効とすることはむしろ有害であったた
め，非j塑及とされたのである問。その後失効がフランス民法典に持ち込ま
れてからも特に検証がなされることなくこの非遡及性は失効一般の!京則とさ
れ， ).立贈のみならず特例iによって新たに認められた契約の失効にも遮泊され
るに至っている。また失効は今Eにおいて履行が一部または全部なされた場
合に，つまりその選及的議減が必要とされる場合にも認められている。その
とで契約の失効に遡及効を認めるべき場合があり，本質的な要素が消滅した
場合には原刻として遡及効を有するとしている制。すなわち，既に履行が
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している契約においてコーズが事後的に消失した場合には，契約の趨及
的な消滅が必要となるが，判例はこれまで失効に謹及効ぞ与えることをため
らい， {I訟の法律構成で代替してきた。このうち，契約の集合においては本来
失効が認められるべきところ，遡及効公認めるために解除などに依拠してき
たのである。しかし上記の沿革上の理由に加えて，そもそも遡及効は権利を
問復することを通じて元の権利者を保護するものであるところ，失効守主張
する者にもこのような保護が与えられるべきであるから， i!訟の講成を介して
潤接的にこれな認めるのではなしこれをiE認から認めるべきである
ただし失効の対象が継続的契約である場合には，例外的に将来効のみが認、め
られる。相互の履行が等しくなされている場合など現状の続持が原状屈復と
同等の結果を生じさせる寂りは，遡及効は不要だからである σ とはいえ解徐
がそうであるように，失効が遡及効を有することが捺別であることに変わり
はない。ここでの将来効はあくまで失効の対象となる契約の性質に出来する
ものだからである問。なお上述の破毅院商事者P2000年 2月15日半日決のよ
うに契約の集会に関する判例!のやには解約という構成によるものも存在して
いるが，むしろこの意味で、の失効が認められるべきであったとしている
以上から Chaabanによれば，契約の集合においてその存在意義ぞ消失した
契約について遡及的消滅を認めえないという，同出;淡をナ失効と構成すること
の最大の難点は，契約の失効{こ原院として遡及効伝承認することにより，関
避されることになるのである。
次に失効の自動効如何についての昆解合簡単に競観する c 従来失効は当然
に生じ裁判官は宣言的判決によって既に生じている行為の失効を認定する
だけであると，一般的には理解されてきた。しかし鰐えば契約の集合に障す
る判決において，先述のように裁判官は主として衡平な解決に達するとの目
的で，契約の消滅(失効)~認めていたように，契約の失効はその条件さえ
満たされれば自動的に生ずるものではなしその承認は時として一貫性のな
い裁将官の権隈に属するものである料c そしてこのように失効は告動的に
生ずるものではないため，その条件が満たされていても，当事者がその契約
23 
になお意義があると考えれば，契約を失効させないとの選択をなすこともで
きる利。加えて当事者においてその原田となった欠焔を修復することで，
また失効の主張ぞ事前または事後に放棄することで，失効の要件が充足され
ていたとしても，その行為を寄続させうるとする 82)83)。
そして以上の考察から， Chaabanは，今誌の要請に適合し，プランス法
が必要とする失効という基本的な鞭念が得られるとしている8-1)。
(5) 以上をふまえて{責務法，契約法改正草案に再度言及する。 Catala
について，草案はこの契約の失効一般に関する包括的な規定である 1131
条を創設し同条 1項によれば，有効に成立した合意は講成要素の一つが消
滅することによりまたは合意の効力が依得する外部の要素の不成就により失
効するとされている。 草案理由によれば，失効の原田は無効事由や{責務不援
行を徐く多種多様な事由であるため，様々な場合を包摂しうるようこのよう
な広い定義がなされた，ただ失効は無効や解徐から区別することができて
も， これを積極的に定義することは容易ではない，などとされている制。
また同理由ではこのような場面のーっとして無効または解除された他の契約
に依存する契約の失効が想定されていることが注目される制。このように
事案は上記の近時の学説と同じく契約の失効の主要な場面として契約の集合
ゅの他の契約の消滅による契約の消滅を念頭に置いているわけであるが，た
だこのような始象的な規定からは，また草築理由からも， こうした契約の失
効のために満たされるべき要件や， の合意ある場合への限定如何，他
の契約の無効による契約の失効について定める 1172条の 3との関係などは
明らかではない。次に失効の効果について，同条2項は，失効の効果が遡及
効を有する場合もあれば，将来効のみにとどまる場合もあるとし， Chaaban 
と同様に失効が遡及効を有する場合もあることを認めている。これに対し
告動効知伺については，開条 l項には f失効する (devientcaduque) Jとあっ
て，いずれとも判然としないが， 1172条の 3では当事者が契約の失効を
張することができるとして，明らかにこれを排除している問。
司法省草案には上記Catala草案の失効に関する規定とほぼ閉じ規定が置
24 
複合契約やの契約の消滅の判断枠総みと法約毅拠lこ関する一考室長
かれている制。まず開草案の 1131条 l項と同じ規定が 101条 1現に置かれ
ており，これには同様の意義と要件等についての関様の課題があてはまる。
次に開条2項は，例外をi徐き，失効は将来効のみな有するとして，失効が遡
及効を有する余地合認めながら，あくまで将来効を器問としている点で，
Catala草案の 1131条2項とは若干異なる念また自動効については， Catala 
草案の 1131条 l項と 1172条の 3にそれぞれ対応する 101条 1療と 100条に
おいて悶じ文書がi吏局されており， I湾様の指描ができる。
Terre草案においても時様に契約の失効ー殺に関する忽括的な規定が寵か
れているが (89条)89h 上記ニ草案とは異なり，契約の集合における一方の
契約の浩減による部方の契約の消滅如何について独立の規定が置かれていな
い一方で，この失効一般の規定中にこうした契約の失効が明文化されている
ことが注目される。すなわち，開条3項によれば， 1複数の契約が取引全体
合目的として締結され， このうちの一つが消滅して，地の罷仔が不能になっ
た，または利識を失ったときも間諜である。ただし後者の失効は，失効ぞ請
求する者の相手方が間意をしたときにこの取引全体の存在を認識していた場
合でなければ生じないoJとされている。このように草案は，本間を契約の
失効の主要な場面として，契約の無効とそれ以外とで区別することなく
的に規定していること，加えてこの失効の要件について，司法省草案の 100
条と持様に他の契約の援仔が不能になったか利識を失ったことを求めたうえ
で，さらに契約時の椙手方による目的とする取引の認識を必要としているこ
とに特徴がある c また本草案も，契約の失効の効果について， これが将来効
含有する場合もあれば，遡及効を手ぎする場合もあるとしている。ただ本主草案
によっても，はたしてこの相手方の認識のみで十分なのか問題が残るであろ
うし，また失効の自動効如何も明らかではないc
3考察
以上の前稿において検討した Mazeaudの見解な除く学説におけるコーズ
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の主観fとおよび契約の失効に関する議論， そしてこれらに関する近時の霞務
法，契約法改正諸草案の規定の検討から，以下の考察をなすことができる c
(1) まず，各説は，それぞれの'F1j{9Uの分析をふまえて，コーズの主観化合
めぐ‘り，主観化の要件やその程度，これに与えられる意義，そして本間の契
約の集合における契約の消滅如何，特にこれを認めうる限界ついて論ずるも
のであるが，ここには次のような大きなニつの傾向を見出すことができる。
すなわち，一方で ReigneのようにN1azeaudと問じくコーズそ契約締結
目的と解し，一方当事者の契約締結に至る動機も相手方に考慮、されているな
らばコーズとなるとして，コーズの主観イとを徹窟させる見解がある c これに
よれば契約の集合における契約の消滅は，イ也の契約が沼滅することにより当
の契約締結践的たる当該の取引を遣しえなくなり，この存在意義すなわ
ちコーズが消失したことによるとされ，またこのi結成は， このような契約締
結目的と開視される広いコーズの消失により，当事者にその旨の明示の合意
がある場合はもちろんたとえ黙示の意思も認められない場合であっても，
められうる c ただし酪積で倹討したJ¥Iazeaudの見解は，さらにこのコーズ
の主鋭化およびその履行段階への拡張七自身の主張する連帯主義の現れと
とらえ，ここに一方当事者の目的が達しえなくなりこの当事者にとって契約
が利益，意味を失ったという意味での主観的不均衡への出答を見， これに契
約自由，取引の安全を制約してこうした契約の均衡を国札契約正義を実現
するための手段としての意義を与えており，この点に Reigneとの差異が
あった。これによれば，契約の集合において当事者の合意，つまり意思に
よって基礎づけられない契約の消滅は，こうした契約の主観的均衡の要請や
契約正義によって基礎づけられることになる。
他方，次のようにこうした主観説の行き過ぎを批判する見解もあるc Ghestin 
は，一方当事者の動機の契約領域への組み入れには様々な段階があるとした
上で，相手方に知られているだけでは取引の安全が害されるとし，動機はそ
の充足が明示または黙示に合意されてはじめて契約の領域に組み入れられ，
合意された相手方の負担する反対給付ぞコーズとする。このように一定程度
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コーズ概念{f主親北させていても，これを合意された反対給付とするにとど
めているため，契約の集合における契約の消滅をコーズによって基礎づける
ことはできず， Ghestinは今日の有力な見解と詞じくこれを?詞当事者の明示
または黙示の意思に基づく不可分性によって基礎づけている。またこの点に
ついて Chaabanは， ヒ記主観説同様，コーズを契約締結自的と解した上
で， ここでの契約の消滅喜子コーズの法失による契約の消滅(失効)の震要な
一場面とし，また衡平を実現するための手段としての意義を認めながらも，
その無罷定な及認による契約の拘束力の否定は，特にこれが遡及効を伴う
合には，契約正義による意思自治の原則，さらには取引の安全に対する重大
になるとして， これをその詩の明示の合意{失効条項)がある場合に
限定すべきとしている令これを介して一方当事者の動機は契約の領域に組み
入れられ，ここでのコーズの消失による契約の浩減は合意にも基づくことと
なり，慈恵自治の原出は尊重されることになるc このようにこれら党解にお
いてこうした契約の集合における契約の消滅は，明示または黙示の場合も
めて両当事者の意思の合致ある場合に娘定され，両当事者の共通の意思，つ
まり意思自治によっても基礎づけられることになるので、ある。反面ここでは
均衡の要請そして契約疋義への希求は後退している。
(2) 以との学説の克解の検討からコーズの主観イヒの議論のおおよその姿
が明らかになったものと忠、われるが， ここから特に契約の集合における契約
の消滅知簡について，動機の契約への組み入れの段賠{こ感じて次の性質の異
なるニつの判断の幸子寂を導き出すことができるであろう。すなわち，一方の
契約の法減により契約締結目的たる訳出を速しえずその存烹意義を失った契
約について，まず両契約営不可分としてこれを消滅させる挺当事者の窓思ま
で認めうる場合には，そのi詰i威主ナ認めうることに各論者異論はない。ここで
法減は商当事者の意思，つまり意思自治によっても基礎づけられ，コーズは
この合意に具現される。ただしここには目的が共有されているとしてもその
震の黙示の意思を認めうるにすぎない場合もあるところ，この場合その判断
は衡王子の実現としての性費ぞ帯びはじめることになるであろう。続いて，破
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致院商事部 2000年 2月1.5B判決におけるように関契約を分割する合意が存
在するなど，こうした合意の存在を認めえない場合には，契約の出減はもは
や意思によっては基礎づけえず，相手方に認識または考慮されている契約締
結目的であるコーズのみがこれを基礎づけうる。この法減の承認は主観的不
均徳への応答や，衡平の実現としての性質を脊し，ここではこうした契約正
による意思告治，そして相手方の取引の安全の制約知悔が問題となる。し
たがって契約の拘束力を否定して，これが遡及効を有する場合は特に，これ
らを制約するに見合うだけの不均衡が存在すること，つまり契約から解放さ
せなければ著しく契約正義に反する事憎の存在が認められなければならない
であろう。そして以上の検討からも，前稿の考察でおぼろげに浮かび上がっ
た罰的の契約領域への組み入れと衡平の考慮、との椙関関{系という契約の集合
における契約の消滅の字社新枠組みの指針が確認され，その容在が検証される
のである。
(3) 次に，こうした契約の集合における契約の消滅の法的構成として契
約の失効が注目されている。この失効{ふ契約の集合において有効に成立し
た契約が後に他の契約の鴻減により契約締結自的たる当該の取引を達成しえ
なくなった場合に，不履行がないにもかかわらず問契約を消滅させるのに適
した構成として少なからぬ論者により支持されている。そして近時この失効
を主題的に扱う論者の多くは，契約の失効の認められる場開として契約が成
立後にコーズを失った場合を挙げ，かつ契約の集合における契約の消滅をそ
の代表的な場面としている c ここでは失効如何の問題を通してこうしたコー
ズ全喪失した契約の消滅如詞が関われることとなり，それゆえ上記契約の集
合における契約の消滅の判断はこの契約の失効如何の特断の中に位霞づけら
れることになる。このうち Chaabanは，契約の失効の概念についてその本
貿的な要素として事後性と中立性そ挙げ，契約の成立後のコーズの消失によ
る鴻減，特に契約の集合におけるそれにもこれら要素が認められるゆえに，
失効によるべきであるとしている。そして特に控目されるのは，こうした
コーズの消失による契約の失効に，プランスにおいて古くから判例法上否定
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されてきた我が国の事情変更の原別に対Fちするいわゆる不予見潔論を間接的
に承認するものとの評備を与えていることである。この点から契約の失効の
法制度上の位置づけが示唆されよう。次いでその制度について，伝統的な昆
解とは異なり，失効に次のような効果念与えている。まずその議及効の有無
について，従来一般に失効に認められてきた非遡及性は治革に鑑みればその
本賞に出来するものではなし履行のなされた一時的契約がその後コーズを
消失した場合など趨及効を認める必要があれば，原知としてこれを認めるべ
きであるとする c ただしここで対象となる契約が継続的契約である場合に
は，通常この遡及効を認める必要はないが，ここでの将来効は契約の性貿に
由来する例外にすぎない。このように失効は解除持様に対象となる契約の性
質に応じて遡及効を有し，または将来効のみそ手ぎすることとなり，かくして
契約の集合における契約の消滅を失効と構成することの大きな難点は@]避さ
れることになるのである。次に失効の自動効如何については，失効の効果は
告動的に生ずるものではないとし，また当事者がこれを選択しうるとしてい
る。そして以上の効果に関する見解から， Chaabanは少なくともその効果
については失効を解除に近い制度と考えていると理解で、きょう。
(ヰ) また以上の契約の集合における契約の消減如掲の問題ぞめぐるコー
ズの主観化と契約の失効の議論について，近時の農務法，契約法改正諸草案
の立場合次のようにまとめることができょう。まずコーズの主観イヒについ
て， Catala草案はコーズを合意された反対給付とし，また可法省草案はコー
ズを契約における利益なる離念で代替したうえで，間じくこれを合意された
反対給付とし，さらにTerre草案はこのコーズ概念を放棄するに至ってお
り， これらによれば契約の集合における契約の消滅をコーズによっては基礎
づけえないこととなる。他方で Catala草案と司法省草案は，各契約の履行
がそれらの揺する取引の達成に必要とされる契約砲の関部喜子椙互依符関係と
し，その効果として地の契約の無効による契約の失効ぞ認め，また他の契約
が解除された場合等についても契約の失効一般の規定によりこれが認められ
うることを想定している。またTerre草案は，契約の失効の規定の中で本間
29 
をその主要な場面として，契約の無効とそれ以外とで註到することなく定め
てし、る。
このようにこれらいずれの草案によってもコーズは本間に関わらないこと
となる。しかし Terr己草案の解説がコーズのおってきた機能まで放棄するも
のではないことを強識しているように，本間についてのコーズ競念を通じた
判例，学説による法の発展，つまり上記のコーズの主観化に関する議論の成
果は，その受けilとなることが予定されている各草案の規定が，目的とする
取引の相手方による少なくとも認識以上のものを求めるのかなふ失効の要
件全明らかにしておらず，その要件が広範に解釈にゆだねられるであろうこ
ととも栢まって，特にこれら規定の要件の解釈論として引き継がれる余地は
十分にある。さらに本間の契約の出減の法的構成については，いずれの草案
も， これを契約の失効とし，失効が遡及効を有する場合もあることを認め，
またいくつかの境定は失効の自動効を明確に否定しており，いずれも上記の
契約の失効に隠する Chaabanら近n寺の有力な見解におおよそ依っている。
したがって，いずれの草案においても，本間にまつわるコーズの主観化に関
する議論の成果は引き継がれえ，さらに法減の法的構成{こ歪つては契約の失
効に関する有力な見解にほぼ沿った規定が設けられており，改正によっても
これら議論の意義が失われることはないのである c
一 我が国の複合契約における契約の消滅の
判断枠組みと法的根拠の考察
前稿および以上の本簡でのフランスにおけるコーズの主観化にまつわる
議の検討から得られる示唆をふまえて，我が国の複合契約中の契約の解誌等
による{訟の契約の消滅如何の問題の特に消滅の判断枠組みと消滅の法的根拠
について，以下に若干の考察そ試みる90)。
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1 前橋および本稿での考察のまとめ
(1) 前稿および本稿においては，ニ当事者拐の謹合契約において一方の
契約の瞭務不履行・による詞契約の解鎗を認めた平成8年の最高裁判決以来，
我が盟の複合契約の議論の中でも最も関心を呼んできた，複合契約中の一方
の契約の解除等による他方の契約の消滅如何の問題，特にその消滅の判断枠
組みおよび法的根誕について示唆をうるべし近持のフランスにおけるコー
ズの主i強化について，特に契約の集合におけるこうした契約の消滅如侍の間
ミケ中心に，前稿においてはこれに関する判例および学説の中でも特
なMazeaudの見解を，本稿においてはこれに関するその他の学説の見解と
これにまつわる契約の失効の議論，さらにこれらに関する債務法，契約法改
正諸草案の規定を検討してきた。契約の集合におけるこの契約のj隠滅の根拠
にコーズを汚いたことがこの按念の滞日新，特にその主観化の大きな要因と
なったという点で，問問はコーズの主観化の議論の中心に佼誼し， ここでの
主鏡化の議論の考察を通じて，特にどのような要件でこの契約の消滅を認め
うるのか，また鰐によってこの消滅は基礎づけられるのか，さらにこの消滅
をいかなる法制度に投醤づけうるのかが明らかになったものと思われる。
(2) このフランス法の議論は次のようにまとめることができる。すなわ
ち，判例におけるコーズ競念の主親北には反対給付の呉体的，主観的な把握
と従来一方当事者の動機として排諒されてきた契約締結程的の組み入れとの
ニつの段階があり，後者のコーズの主銀色は主に契約の集合において契約の
消滅が認められる擦に見出された。またコーズ念根拠にすることで再契約を
不可分とする謁当事者の意思を認めえない場面でも契約の消滅を認めること
ができた。さらにここでは，コーズの履行段階における諮失により契約の消
滅が認められたことで，コーズの履行設諮への拡張もおこなわれていた。 以
上のコーズの主親イとを認める判例は一つの額向にすぎないが， これに触発さ
れて，学説においてはコーズ概念の樹新，特にその主観化如鰐をめぐる議論
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が花隠しそしてここでの議論は，一方当事者の動機ぞいかなる基準で契約
の領域に組み入れうるか，すなわちコーズとしうるのかにおおよそ集約され
た。かくして契約の集合における契約の消滅如何の問題もまた，元来法外に
あった当事者の動機ぞ法的に顧慮:することで既存の法営衡平法的に修正し発
展させてきたコーズ論のフィーノレドに位霞づけられることとなるのである。
これ加えてコーズの履行段階での浩失による契約の消滅が認められたことを?
受けて，同法i成の法的構成として契約の失効が論じられた。なお{麦務法，契
約法改正諸主主案のいずれによっても本開の契約の消滅はコーズによって基礎
づけられないが，このコーズの主観化をめぐる議論は各草案の契約の集合に
おける契約の諮減や契約の失効の規定の解釈論として引き継がれる余地が十
分にあり，またいずれの草案も消滅の法的構成として契約の失効守採用し，
かっその制度は Chaabanら近時の有力説におおよそ沿うものであり，した
がって上記議論は改正によってもその意義を失うことにはならなかったので
ある。
2 消滅の判断枠組みについて
そこでまず消滅の特断枠組みについて，このプランスj去の議論の検討から
得られる判断枠組みのそテ、ノレをまとめたうえで， これに基づいて我が関の裁
判伊U~検討し，さらにここで考慮、された要素を抽出する。
(1) まず以上の検誌から，我が留の連合契約におけるこの消滅の判断枠
組みの構築にあたり参絹に値する次のモデルが引き出される。すなわち本間
は，複数の契約が単一の取引の達成を目的として相互に依存する関係にある
契約の集合(複合契約)において， これぞ構成する一方の契約の消滅により
その取引の達成が不能となり，その締結目的を達しえず存在意義を失った他
の契約の消滅如何を関うものであったc そのため一方の契約の消滅により他
方の契約がそのぞ子在意義を失うほどに弱者が緊密に結びつけられていること
が前提となる。その上で開題は従来一方当事者の動機として排除されてきた
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この契約締結目的をいかなる基準で契約の領域に組み入れうるのか，つまり
どのような目的であればその諮失が当該契約の消滅をもたらしうるのか，ま
たいかなる原理によってこれを基礎づけうるかにあったc そしてこれについ
て，自的の契約領域への組み入れの段階と衡平の考慮とは次のような棺罷関
係にあった。すなわち，こうした契約の消滅が踊当事者において明示に合意
されるまでに至っている場合には，自的はこの両当事者の窓思によって体現
され，契約の消滅はこの意思，つまり意思自治によっても基礎づけられる。
この場詔では本来コーズが担っていた衡平の考慮は後景に退き，その他の事
信が存在せずとももっぱらこの意思の存主によって契約の消滅ぞ認めること
ができょう。続いて， このような明示の合意はないが再契約が運命を?ともに
するとの詞らかの黙示の合意を認めうるほどに目的が共有されている場合に
は消滅の判断は衡平の実現としての性質を帯びはじめ，さらにこの段階が，
いかに柔軟な意思解釈によってもこうした意思を読み取ることができず，日
的の椙手方による認識または考惑しか見出しえな るならば， もは
や消滅を意思、自治によって基礎づけることはできず，ここでの諮減の判断は
主続的均衡の要請や衡平の考慮、，つまり契約正義によって支えられることに
なる。ここでは，意思に基づかない契約の拘束力からの解放は，契約正義に
よる意思自治，さらに紹子方の取引の安全に対する授害ぞもたらすため， こ
れに見合うだけの著しい不均衡，つまり契約正義に反する事d請が存在する部
外的な場合にのみ認められうることになろう c またこの判断にはこの消滅の
逝及効如鰐などこれがもたらす取出の安全の授害の度合いも関わってこよ
う。例えば議続的契約においてその消滅に将来効のみを認めうることは， ir与
減の半日断を?なすーっの要素となるであろう。
(2) ではこうして得られた諮減の判断枠組みによって我が国の本間の治
滅に関する裁判例jの'l'-!Jl訴を説明することができるか，あるいは少なくともこ
の判断枠組みはこれら裁判部の判断に緩和的なものであるか。これら裁判例
については既に別稿にて検討そしているが刊，以下ではこの点からの簡単
な検証をおこなう。
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そこでまず本間に関する最重要の判決である最三判王子成 8年 11月 12日民
50巻 10号 2673貰を検討する。本件は，二当事者間で、マンションの度分
所有権の売買契約とともにこれに併設されたスポーツクラブの会員契約が締
結され，度分所有権の得喪と会員権の得喪とが密接に関連づけられていたと
ころ，会員契約の債務不題行に基づいて売買契約も解除できるかが問題と
なったものである。最高裁は，同一当事者間の債権債務関係がニ掴以上の契
約から成る場合であっても，それらの自的とするところが梧互に密接に関連
づけられていて，社会通念上いずれかが履行されるだけでは契約を締結した
目的が全体としては達成されないと認められる場合には，一方の契約での債
務不履行を理由に雨契約を解除することができるとし，会員契約の罷行運滞
を理由に売翼契約の解除去ケ認めたのである c
本件ではニ当事者間で一つの耳支出の遂行を臼的としてニ摺の契約が結ば
れ，時契約は一方無ければ他方無しといえるほどに密接に結びついていたと
ころ，判決はこのうちの会員契約の不履行に基づいて売買契約の解除をも認
めた。ここでは売買契約自体{こ霞務不履行がないが，会員契約の不履行によ
り売買契約が目的とする本件取引伝達成しえず存在意義を失ったことそ理由
にその解除を認め，無用になった向契約からの喪主の解放を?認めたのであ
るc それゆえ，会員契約が履行されなければ本件取引伝達しえず，売買契約
がそのぞ子在意義を失うほどに，両契約が密接な関係にあったことが分かる。
その上で，一方の当事者にとって契約が滞在意義を失ったとはいえ，これな
消滅させられる相手方の取引の安全にも記慮、すべきところ，本件においてこ
の自的の契約への組み入れはどの程度であったのか。これを見るに，本件は
両契約の当事者が共通であるこ当事者閣の複合契約に関するものであって，
はマンションをスポーツ施設を利用することを主要な自的とするリゾー
トマンションとして鱗入し，売主もこのようなものとして売り出していたの
であるから，この買主の契約締結目的は売主においても両契約が運命を?とも
にするとの黙示の合意を認めうるほどに共有されていたと見ることもできょ
っ
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次に三当事者以との者の留の複合契約に関する裁判例を検討する。一
者間の場合とは異なり，当事者が持ーでないこれらにおいては，本向の契約
の消滅そ認めることは諮滅した地方の契約の当事者ではない指子方の取引の
安全を容するおそれがより強しそれゆえ目的の契約への組み入れの恕度如
持はより援要な潤題となってくる。
このうち他の契約の不履行による契約の解除の余地-t>認めた東京高判平成
10年7月四日判!71042号 160真についてコ高齢者向けケア付き分譲マン
ションの購入のため，購入者がマンションの売買契約，同マンション内での
サービスミナ目的とするライフケア契約，介護が必婆な場合lこホテ/レを箆先的
に龍用できるケアホテノレ契約をそれぞれ異なる相手と締結し，後に購入者が
各契約の霞務不援行合主張し不可分一体の全契約の解徐~求めたのが本件事
案である。本斡決は，結局いずれの契約についても債務不履行がないとし，
結論としては購入者の議求を理由なしとした。しかしこのうち売買契約とラ
イブケア契約との潟探については，マンションの所有者がライブケアメン
ノtー であることをナ予定しているのみならず， ライブケア契約セ抜きにしては
売買契約の目的ぞ連せられない隠係にある，その意味で弱者には密接な関連
性があり，仮にライブケア契約について{責務の本皆に従った履行がなければ
売買契約を締結した毘的が達成できなくなるというべきであり，売買契約に
ついても法定解除権を行使できるとして，その余地を認めたのである。
本判決は，引用はしていないものの上記最高裁判決の趣旨を敷街し，ライ
フケア契約がなければ売買契約が締結民的を達しえないという意味で両者が
密接な関誌にあったとして，前者の不履行により後者は目的を速しえず，こ
れをナ解除する余地ぞ認めている。またこの自的の売買契約への組み入れの翠
度如何という点では，マンションの購入者がライフケアメンバーになること
が向契約上必須となっていることや，間契約書中に売買契約の解除により当
然にライブケア契約が消滅するとの条項があること，さらに判官が明確に認
しているわけではないが，本件では購入者の各契約の相手方は社会的・経
済的に時ーの法人と推測され，実質的にはニ当事者間の取引であることなど
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から93)，本件においても上記議判と関じ程度にこの購入者の目的は売主に
おいて共有されていたといいえよう。
これに対して，東京地判平成 15年 3丹28日判持 1836号 89頁は，相手方
が実質的にも5J1j主体である三当事者能の複合契約において一方の契約の解除
による他方の契約の失効を認める。本判決は，締結岱的の契約領域への組み
入れの程度がより{尽くくとも本間の契約の消滅を認めた点で，またこの法;域
全認めるため譲々な要素を考車、している点、でも，より注目に値する判決であ
るc 事案は，歌手が事務所とマネジメント契約を締結するとともに， レコー
ド会社との題で専!高実演家契約(以下本体契約とする)そ締結していたところ，
前者の契約が解験されたことを受けて，後者の契約の失効を主張したという
ものである。判決は，本件契約において歌手は義務のみを了課され，マネジメ
ント契約においてその報醗が支払われる関係になっていたことから，両契約
を合わせ考えることによってはじめて契約の本質たる当事者間の双務性と有
償性とが確保されているとし，マネジメント契約が終了した場合にはこれら
が失われるとともに歌手が義務のみをナ負い続けるという著しい不利議ぞ課さ
れることになるから，本件契約も原那として失効すると半日示したのである。
本件においては契約関係を講成する再契約が海在することで初めて
の意図した双務有能の取引が速成され，その意味で本{LI二契約にとってマネジ
メント契約は不可欠な前提をなしていたといえる。そのため本判決は，同契
約の解訟によりこの取引が掠折し，本{午契約は双務性と有笛性を失い，少な
くとも歌手にとってその存在窓義ぞ喪失し，さらにはこの継続的な契約に拘
束されることで対舗のない義務のみを負い続ける歌手の不利益にも鑑みて，
その失効喜子認め， これ以降の抱束から歌手を解放したものといえよう。
そしてこの双務有償の取引という歌手の目的の本件契約への組み入れの
震については，判決は，本件のような三当事者践の契約関部において本間の
契約のìI~減を認めることが消滅した地方の契約に関知しない椙手方の取引の
安全を容するおそれがあるとしつつ，椙手方において本件契約がマネジメン
ト契約喜子前提とする関係にあること，換言すれば両契約を併せた取引をおこ
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なうとの目的ぞ十分に知りえたはずであるとして，相手方のこれの認識のみ
を認めた上で，併せてこの契約の存続により歌手の被る不利誌をナ指摘し，椙
手方の不利益そ重指すべきではないとしている。ここでは，本件契約書にマ
ネジメント契約終了後も歌手が契約に拘束される宮の定めがあったため，指
手方のこの日的の認識のみを認定するにとどめつつ，併せて，本件契約が著
しく均衡を欠~，その存続によって歌手により大きな不利主主が生ずることな
強識することで， これぞ捕う判i訴がなされているといいえないだろうか。
さらに判決lふ特設の事情がある場合には歌手の主張が信義刻違反等ぞ理
由に退けられるとしつつ，次の事情を指摘してなおこの失効の判断念維持し
ている c すなわち，マネジメント契約の解除が歌手の都合によるものではな
しこれについて歌手に帰資性がないこと，および本件契約は将来に向かつ
て失効するのみで，その消滅によってレコード会社が被る不利益よりもその
存続により歌手が被る不利慈の方が大きいことである。そしてここから本部
の消滅の'flJf訴枠組みにおいて考慮されるべき要素として，既に述べた継続的
契約においてはその消滅が将来効のみを有し，格子方の利益，取引の安全へ
の設答の軽度が小さいことが確認され，また新たにこうした契約においては
その存続が存在意義合失った者にとってより大きな不利益を生じさせること
や，他の契約における債務不履行-など本陪の消滅の原国がこれを主張する
にあってはならないことが導き出されるであろう。
(3) 以上の裁判開の検討から，前縞および本稿でのフランス法の検討よ
り導き出された本部の契約の諮減の判断J枠組みがこれら本間に関する我が留
の裁判例jの判断に親和的であることが検証される。私見の，複合契約中の他
の契約の消滅により存在意義~失った契約について，締結呂的の契約への組
み入れの軽度と衡平の考慮との相模判i訴を中核として，消滅による相手方の
取引の安全への鐙害と不均詣な契約の存続による不利主主とを表す要素
L，その消滅如{可営判断するアプローチは，例え をナその基準
としてもっぱらこれを徴表する要素を考慮するアプローチよりも州，いまだ
数少ないとはいえ我が関の実際の裁判関の判断に近しいといいえないだろう
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かc また私克間接{こ，本j習の契約の消滅の原虫lが契約締結目的の控訴にあ
るとし，消滅の基準をこの日的の桔手方による受容(契約の内容にまでならなく
とも初予方と共有され契約にとって水質的になることをァ姿する)に求める見解もあ
り j主話されるが，この判断基準によると両契約守分割する条項が存在
する場合のように目的の共有まではない場合には消滅そ認めえないことにな
らないか。
その上これら裁判例の検討から，相手方の取引の安全への慢害に見合う
大な不均衡に，例えば契約が双務性と有{貫性合失い一方当事者が義務のみを
負う場合があたること，特に継続的契約の場合に を失った契約の
者子続によって消滅を主張する者により大きな不利益が生ずることが明らかに
なり，また相手方の被る不利益{こ鑑みて，他の契約の消滅について法減を主
張する者に帰震性があってはならないことが導き出された。
3 消滅の法的張拠について
次{こ i二記消滅の判断枠組みの法制度 1:の佼置づけに関するプランス法の考
ら，我が留の複合契約における契約の消滅の法的根拠について，次のよ
うな可能性が示されないだろうか。
(1) そもそも本間が契約成立後にその締結目的(コーズ)合消矢し
義をナ失った契約が不履行がないにもかかわらずi隠滅することを認めうるかを
問うものであるならば，そのi出減の構成として有効に成立したがその後本質
的要素を失った契約の消滅である失効が主張されたのも自然なことであっ
たc この契約の失効知何の'pUI訴の中でと記のコーズの消滅如何，つまり本興
の契約の消滅如何の判断がおこなわれることになったので、ある。このように
契約の失効についての近時の有力な見解によれば，本間の契約の諮減は失効
の一場面とされ，中でも Chaabanは，その制度について，伝統的に認めら
れてきた失効の非遡及佳はその本震に由来するものではなし失効には原則
として遡及効を認めるべきであり，ただ継続的契約については契約の性質か
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ら非遡及になるとし，また失効は自動的に生ずるものでもないとしていたc
これによれば、本間の契約の消滅を失効と構成することの難点が回避されると
ともに，結果として失効の制度は解除のそれに接近することになったのであ
る。またこうした失効の承認は，フランス法上かたくなに否定されてきた不
予見理論喜子閤銭的に承認するものであるとも評舗されていたのである。なお
近時の{実務法，契約法改正諸主草案はこうした契約の消滅の法的欝成として失
効そ採用し，またいずれもその効果として選及効喜子認めるなど， Chaaban 
ら近時の有力な見解に近い立場をとっていた。
(2) 以上のようなプランスにおいて本i喝の契約の法滅の法的議成とされ
る契約の失効は我が屈の法制度上どのような位霞づけを与えられるのか，ま
たこの制度は上記の消滅の判断枠経みの法的構成として適切なものといいう
るのか。
この契約の失効は，有効に成立したが，その後本費的要素としての契約締
結沼的を失った契約について，不履行がなくともその消滅を認めるものであ
り，また不予見理論を間接的に承認するものとも評概されていることから
も，我が留の事龍変更の原郎に対応する法制震の発展と潔解することができ
る。我が閣の事博変更の原則には一般に経済的不能，等縮性障害，自的の到
達不能という三つの類型の存夜が認められているが，このうち不予見理論が
として等{側室障害の類型に対応するのに対して， この契約締結目的たる
コーズの治失による契約の失効は自的の到達不能の類型に対応する制度とし
て位置づけられるであろう。では我が器!の事靖変更の康郎はこのブランスに
おける法の発展の受けlilとなりうるのかc
我が留の事情変更の原則は，勝本正晃博士の見解鮒に基づき，その後の
五十議清教授の主として比較法的観点からの洗練引を経て，その通説的な
見解が形成されたとされる98)つこれによれば，その根拠は信義胞に求めら
れ，その要{ヰとして， C仁契約成立時にその基礎となっていた事情が変更す
ること，審事情の変更は，当事者の予見した，または予見できたものでない
こと，事情変更が当事者の責に帰することのできない事由によって生じ
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fここと， 事情変更の結果，当初の契約内容に を拘束することが信
義t!UJ:.著しく不当と認められること，が挙げられ，その効果として，契約の解
除と契約内容の改訂が挙げられている。ただし目的の到達不能の類型につい
ては州，その要件として，契約目的の達成が不可能になったことと(ただ
しこの筏的は総々の当事者の主綴約な臼約ではなく，契約中{こ明示ちれたか双方の当事者が
それを考慮した上で契約内容を決定した契約の幸子綴(!'gt"， 目的であることをと変ーする)iOO)，
契約目的喜子達成できなくなるような事態の発生を当事者が予見していな
かったことが講たされればよいとされ，その効巣としては，契約の目的を達
成できないのであるから解鈴のみを認めれば足りるとされている 101)c また
この事情変更の涼員立は契約の拘束力に対する例外出として， その適用は'慎重
であるべきとされる。そして特例はこの通説の見解を基本的には支持し，少
なくとも一般論としては河原刻な添認しているものの，その適mには厳格な
態度をとり，最高裁判決としての肯定例は存在しないのであるc
1:.記の事情変更の源問，中でも話的の到達不能の類型がこの契約の失効を
受容しうるかを検討するに，なによりもその嬰件として，契約毘的が儲々の
当事者の主観的なものではなく契約に組み入れられた存観的なものであるこ
とが求められている点で，契約への組み入れの段階ど核とする上記判断枠組
みに観和的であるといえ，また効巣の点では，向原郎は契約の解除そもたら
すが，契約の失効に原期として遡及効を認め，かつ効果の自動的発生を否定
し，当事者に選択の余地を認める見解によれば，間様の効果を有するものと
いいえ， これを肯定しうるかに見える。しかし次の点はその障害となるよう
に思われる 10})。まず，舟原則の適用を主張する当事者において事情の変更
の予見が不可能で、あること，ここでは目的の到達不能をもたらす事態の発生
を予見できないことが求められているが，複合契約の当事者が当該取引の達
成不能をもたらす{訟の契約の不履行や解除について会〈予見不可能であると
はいいえないであろう。また我が留においては最高裁が向原郎に厳格な態度
をとっているように，一設に向原則は合意原知に対するきわめて例外的な制
度として理解されている。
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したがって契約の失効は，事情変更の原知の目的の到達不能の類型に対応
し，これに類似するといいうるが，少なくとも開露関の従来の理解による限
りは， これを受容することは国難であるといえる。しかし近時においては，
この目的の到達不能の従来とは異なる理解により，またはこれを含む事靖変
更の原知の新しい理解によるなどして，上記難点を克服しうる見解も提唱さ
れている。こうした見解として錦えば次のものが挙げられる。
まず加藤雅信教授は，動機の錯誤の考察から，次のような三層的法律行為
論を提唱する 103)。これによれば，伝統的な法律学では，表示行為とこれに
対泌する内心的効果意思のみが法律行為に取り込まれてきたところ， これら
の突にはその前提となる深罵意思が存在し，双方の当事者においてこれが合
致する場合には，この前提的合意は契約内容となって当事者を拘束し，双方
の表示行為，内心的効果意思の合致である表層合意とその基礎となるこの前
提的合意とに魁留があった場合に契約全体を無効としてきたのが動機の錯誤
論の実体であったとする。その上で契約締結後に前提的合意が効力を失う場
合のように後発的な表露合意と前提的合意との翻揺によっても契約は無効に
なるとし，目的不到達による不当利得のみならず目的の到達不能もこの法律
行為論に取り込まれ104)105}，事清変更の原期はもっぱら等制性障害にのみ適
用されることになる 106)。そしてこれによれば自的の到達不能は事情変更の
原閣から切り離されて法緯行為の効力の開題となり，高度な予見可能性の要
件合課せられることなし本間の消滅の法的根拠たりうるものとなるのであ
る10i)。また目的が共有されていない場合のように前提的合意がなくとも相
手方の深層意思を知りながらそれに乗じる等の相手方の深層意思に対する
義問違反があった場合には，表層意思を有効としたうえでのそれに基づく主
張は許されないとされており，これによれば雨契約守分割する器の条項が契
約警に存在したような場合にも一定軽度対処しうることとなろう。
次に小野秀誠教授は，上記の王子成8年の最高裁判決を詳細に検討し，間判
決において売買契約の締結目的(間後夜船が爵当事者に共有され，これが会
員契約の不履行により挫折したことによって陪契約は解除されたとし，その
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ぞ挙げる 109)。そしてこうした影響関係は目的が共有されている以上はニ面
契約のみならず三面契約においても認められ，こうして複合契約においては
目的不到達が考慮されているとする1則。したがって契約締結毘的が共有さ
れている場覇ではこの目的不到達，行為基礎の喪失の理論は本間の契約の消
滅の法的根拠たりうることとなる。ただしこの目的が共有されていない場合
はこの消滅を認めることはできないのではないだろうかc
以上の見解は，目的の到達不能の類型を従来の事情変更の原則から切り離
す，または少なくともこれに向原則の要件とは異なる要件全課すものであ
る。ところで，今日，事靖変更の康問をめぐる理論状況自体も大きく展開
し，河原則は合意原則の例外郎から脱却して，契約法における重要な制度へ
と発展しつつあり，こうした中で，事情変更の原知の枠組みの中での対応，
換言すれば本間の契約の消滅の法的根拠となりうるような河原則の理解を提
唱する見解も現れている。
こうした見解として，例えば，予見可能性要件について， これを?満たさな
い場合には相関関係的に信義期要件を震調する見解111)や，河原則が適用さ
れる場開に詑目する見解などが現れているが，ここでは後者の中村肇准教授
の見解を簡単に検討する 112)。これによれば，従来判例はもっぱら単発的な
売買契約など事矯変更を顧慮、することが厳しい契約類型を念頭に置いて厳格
な要件を構築し， ここでは事情変更の重大性が重読されていた。それゆえこ
の場面では事情変更の原則は予見不可能な著しく重大な事情変更をナ顧慮する
合意原則の例外法理といいえた(狭義の事情変更の原則)。これに対して，近時
においては，複合化，長期{fj，国際化によって不安定要因が増大した契約類
裂が議論の対象にされるようになり，これらは事構変更開題の処理において
個々の契約の特殊事需が重要とされる場面である。それゆえここでは倍々の
契約における特に締結当初のリスク分配の内容の分析，つまり契約内容の確
定が重視されることになる。そしてこの場面では悶涼剣の合意原則との矛扇
は緩和されることになるのである。またこうした契約類型については要件と
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して高度の予見可能性を求めるべきではないとされている以上によれ
ば，本間の契約の諮減如何の開題はこの後者の広義の事埼変更問題114)に佼
置づけることもでき，また当初のリスク分配の浪界を超える事態が生じたと
きにはリスク分記の転換も生じうるとされていることから(信義自立がその綬拠
{こなろうか)，再契約を分認する条項が契約書に存在するような場合にも対処
しうるのではないか。
(3) 以上の諾見解によれば，目的の到達不能が契約の失効を受容するに
あたっての高度の予見可能性の要件およびその合意原到の例外期としての位
霞づけという欝答は克摂され，また加藤説や中村説によれば，潟契約守分離
する条項が契約書:に存在する場合のように昌釣の共有を認めがたい場合にも
を根拠にこれに一定軽度対処することは可能で、ある c したがって近時
において上記の契約の失効をその判断枠組みとともに受容しうる素地が我が
国にも現れていることを指摘できょう。
以上の検討から擾合契約に行ける本間の契約の諮減の問題は，事後的に
締結目的を消失しその存在意義を失った契約の消滅如向の問題であり，従来
の事清変更の!京期の適用場面ではなくても目的の到達不能の延長にある広い
意味での若手詰変更問題として佼醤づけられ， その;肖誠如釘の判断は践的の契
約への組み入れの段階に応じて合意の解釈から信義員当選皮如何へと務行い
またその効果は契約の解除であるといえる。そして我が国の複合契約に関す
る上記の裁判明の判断{ふ地の契約の解除等によって挙後的に締結自的を喪
失した契約の解話や失効合認めるものでありながら従来の厳格な事情変更
の涼郊の適用とも明らかに異なり，それゆえこうした本間の浩減の法的構成
の理解に符合すると評錯することができょう 115んしたがって{訟の契約の解
除等による契約の解除を認める平成8年の最高裁判決以来の裁判例の蓄積に
されつつある本間に憶する譲合契約の法理は，上記の特新枠組みを
し，かっこのような法制度上の位置づけな与えられるのではないだろう
か。
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以上，前稿および本稿においては，我が国の複合契約をめぐる問題の中で
も最も代表的な開題である複合契約中の一方の契約の解除等による他方の契
約の消滅如何の開題について，この消滅の判断枠組みと法的根拠を解明すべ
し検討をしてきた。特に本稿においては，近l待のフランスにおけるコーズ
の主観化およびこれに少なからず関部する契約の失効に関する学説の諸見解
の検討から，本間の消滅の判断枠総みおよび法的根拠のモデノレ守抽出し，こ
れなふまえて，我が闘の本間に関する裁判例および法制度の検討をナおこなっ
た。そしてその結果，この判断枠組みについては我が習の複合契約の裁判例
の判簡に親和的であること，またこの法的根認については我が盟においてこ
れを受容しうることが明らかとなった。これらの詳細についてはここでは再
論しない。
以下では本稿の考察の射程について少しばかり補足をして本稿の結びに代
えたい。前稿および本摘が主として考察の対象としたのは，一方の契約の解
訴による他方の契約の消滅如何であった。では契約が開時に締結されたとし
て，仮に一方の契約が無効や取諮しなと、解除以外の方法で、諮減した場合につ
いてはどうか，次のように考えることはできないか。そもそも本間は他の契
約の消滅により締結後に罰的を諮失した契約の消滅如何を問うものである。
そうであればこの契約の締結後に呂的が浩失する，つまり他の契約が消滅す
ればよいのであるから，任意解除や合意解除が含まれるのはもちろん，設消
しも契約は有効に成立しこれを取り消しうるにすぎないためこれにあたるで
あろう。また無効の中でも錯誤による無効の場合には当事者が主張したとき
にはじめて無効になる点、で取消しに近いためこれに含まれょうか。なお{訟の
契約が公序良信違反または強行法規違反により無効になった場合は動機の不
法を介した契約の公序良俗違反知何の問題となる。この場合については既に
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別請にて績討をした116)つ以上に対して他の契約が無効になった場合やそも
そも契約が不成立であった場合のように契約締結の時点でその語的である取
引の達成が不能でーあった場合は，いわゆる動機の錯誤の問題となるものと忠
われる。錯誤とコーズとの関連はっとに指摘されており 117}，コーズを上記
のように一定の契約締結目的を含むものとして主観的に解するなら，契約締
結の時点で目的を達することが不能であり，当事者がこのことを知らなかっ
た場合は，コーズの不存在知持だけでなく動機の錯誤作ーズの錯誤)も問題
となりうる c また目的の達成不能喜子動機の錯誤と悶じ法律行為の効力の問題
として理解する見解にあるように118}，これらを契約締結を境に接する悶じ
限的の喪失の問題を扱うものとして理解することもできるつそうであればこ
れらの場合にも締結目的の契約への組み入れが一定段階以上であれば契約は
錯誤により無効になるといえないだろうか1的。詳細な検討は今後の課題と
しfこい。
以上をもって本間{こ関する複合契約の法理の;構築というこの複合契約の考
察をはじめて以来の課題に対する不十分ながらも一つの暫定的な答えとした
い120)。小稿が今後の擾合契約の議論に少しでも議することあれば幸いであ
る121)。
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3) Pierre Catala，八V乱nt-projetdc reぬrmedu droit des obligations et de la prescrip-
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法典から僚務法改正:宗家へjジュリ 1357号 136頁以下をふまた草案の試訳である，
上弁長十江資料]プランス{資務法及びi待効法改正政策構tJ:~、 (avant projet) カタ
ラ議案 試訳(1)J三E重大学法経論議 26巻 2号 145l'f以下<e参照したc 個別の規
定については，錯誤(こ関する， 11同友治「フランス僚機法改正草案における錯誤に
隠する一考察j帝塚山法学 11号 245頁以下等，Jl!tにいくつかの論考が王売れている c
間草案を含むJ1I1待におけるフランス災法典の改正の動向については，金山i立TJf
fフランス民法典改正の動向J石井二三記編?コード・シグイ/レの 200王山{創文役
2007年)289 N以下や河「民法改正の動向 (2) フランス・ケベツク I今回投{出総
?民法の争点J(有斐閣 2007"Jo) 33 l~f以下をf ， またヨド総IllU/!5IK'j点、 (2009fド6FJ)で
の滋新の動向を伝えるものとして， 11iJ品i] r~治 f フランス・ナントで考える民法の行
方などJ;"ÎÝ塚 111法学 18 サ 379 交~、下合参照した。
5) -f1J:案i立、 P.Cat立la，op.cit， (3)， p.13 iこ{民法典の断絶ではなく，調援をと提案する
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もってヨーロッパの中におけるブランス;去の彩努力合保持し回復することを!J，隠す
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10) 草案はいくつかのウェブ・サイトで参煩することができる。例えば，http://droit. 
univ-poitiers.fr/poitiers-roma/livIG/pdf/projet_de_reforme_dll_droit_des_contrats 
pdf等。
問主主案については既{こ様々な論学きが現れているが， j例えば，玉三付ょについてコメン
トをなすI¥1.FabreωMagnan， Reぬrmedu droit des contrats: (イlJntres bon projet )，
jCP. ed G， N43. 2008， p.13 et sや， lÿI~誌を検討しその修正を提案すーる j. Ghestin 
合中心とするグ/レーブによる j.Ghestin et al， Observations sur le projet de reforme 
du droit des contrats， Petites affiches， 12ーたv.2009， p.3 et s等がある。また教科妥
レベルではすでに ivl.Fabreふi得nan，Droit des obligations/1， PじF，2008， p.29 et s 
が簡単ながら主主案の紹介をどしている c
11) F. Terre， Pour une reforme du droit des contrats， Dalloz， 2008.以下，草案の緩
定とその怒取については本容をケ参照む
12) ともに契約の図的 Cobjet)の概念を放棄し(ただし絞務の臼約の君主念は存践して
いる)，また程度のままはあれ裁判官による契約改訂擦を認めている。
13) F. Terre， op. cit， 11)， p.202 et sがこのことを強調するむ
14) 伊uえば代表的な教科認の中でも， F. Terre = Ph. Simler = Y. I.equette， Droit Civil. 
Les obligations. 9付， Dalloz， 2005， p.351 et sは前者の怒i泳での:i.後化{こは符主主的で
あっても，後者の怒i球でのそれには批判的で‘あるし，また j.Flour j. L. Aubert = 
E. SaV<llX， Les obligations. L'acte juridique. 12ed， Sirey， 2006， p.208 et s (ま，コーズ
の主観イとが浮夜するとしても誇張されるべきではなし多くの滋合考怒される動
機は当事者により窓際jされた対ft認に相当するとしている。これに対し， ivl. Fabre-
Magnan， Les obligations， PじF，2004， p.387 et s Iまいずれの窓味での主観化{こも常2主
的であるように足、われる。
15) 例えばF.Terre=Ph. Simler=Y. Lequette， op.cit， 14)， p.351 et s'ま，この意味で
の主観イヒ¥t'契約の築会{こ関手まのものとしているむA.Benabent， Droit Civil. Les oblト
g呂tions‘10ed，I¥lontchrestien， 2005， p.141 etsも関長であろうか。なおC.Larroumet， 
Droit Civil. Tome 1I1. Les obligations. Le contrat. 1. 6ed， Economica， 2007， p.486 et 
s はJ;J、…l~のうち，契約の集合におけるそれのみを支持しているむ
16) 上訟の判例の主主;おそ受けて， Jli:U寺テーズ喜子中心{こコーズ{こ隠する滋々な見解が公
にされているむその代淡約な与を巨である， j. Ghぉtin，C立usede l'engagement et va-
lidite du contrat， LGDJ， 2006， p.483 et sによれば， これら学言誌は大きく次の三三つに
分綴されるつそのうち設も震基さな流れがコーズの:i.観{とをとえ柔認するものであち，判
例におけるコーズの主観化を浜認し，これを理論化することそ試みるものであるむ
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その代表的な5i!J誌がI¥[a波乱ldや Reigneの見解である。また{也の二つの流れには}
1ぺ iミochfeld による典型・ ~Iô典型のコーズニ元論とコーズの箔:観的定義ミケ進める R
I¥[al からの見解がある。なお Rochfeldの見解については，石川熔康 ri契約の本
1tJu)法環論(10・完)J法協 124巻 II号 125.l'f以下において詳級な検討がなされて
いるご
1i) P.Iミeigne，La notion de CallSe efticiente du contrat en droit pri¥'e francais， thparis 
[! 1993. 
18) ). Ghestin， op.cit， 16)， p.483 et sの詳剣である c
19) 本稿も含めて通常コーズとは，依務負IDの理由ないし民的:a-怒号|ミする目的図とし
てのコーズ:a-指す。コーズ(こ関するプランス民法典の条文(1108条， 1131条)が定
めるのもこの意味のコーズて、ある。他方コーズは契約や不法行為のような後務の発
生原因，つまり作潟患としてのコース.fe!i宝珠する場合もあるc
20) Reignせのようなコーズの主銭的把握，すなわち動機も契約の領域lこ取り込まれれ
ばコーズになることを認めるいわゆる主観説は， Reigne以前既に 20ill:紀前半に
Capitantらによって提1笛されていた。 H.Capitant， De la cause des obligations. 3己d，
192i， Dalloz， p.1i et sは，債務負おの目的 (but)を重姿視して，これを意思表示の
構成姿楽とし，俗務のコーズと問視する。 Capitantにおいてもコーズは， f潟別的な
一方当事者の動機とは区別され， J選常契約の佐賀によち定まるものであるが，この
動機も，綴そp1J!こ主nられただけでは十分でないものの，当事者{こより契約{こ組み入
れられた場合，つまら雨当筆者にとって合怠の決定的な潔白になった場合{こは，
コーズになりうるとされる c この Capitantの見解については，その学説史的なZ主義
:こっき小潟太郎 f プランス契約j去におけるコースの.l!l!~(rじ 王手法iO巻3号 61夏以下
七また森山浩iJ:r恋Ej.・における i1]的J絞;念J九大法学:64号 1i2夏以下をと参照し
たっなお).Ghestin， op.cit， 16)， p.i3 ct sは，以下に見る Rcigneの目的悶としての
コーズの定義{ふ部分的にしろ，この Capitanlの見終の影懇を受けており，これを
flJ皮絞りl::(f発展させたものであると言刊誌している c
21) P.Iミeigne，op. cit， li)， p.233 et s. 
22) P‘Reigne， op. cit， 1 i)， p. 236εt s. 
23) P. Reigne， op.cit， 17)， p.250 et s 
24) P. Reign己， op.ζit，17)， p.253. 
25) P. Reigne， op. cit， 17)， p.258 et s 
26) P. Reigne， op. cit， 17)， p. 266 et s 
2i) P. Reigne， op. cit， li)， p.2il et s. 
28) P. Reigne， op. cit， 17)， p.275 et s 
29) これまで判例は，取引の安全への配段、から，一方当事者の不法な動機が契約締結
にとって決定的であり，かつ少なくとも相手方にこれが認識されている場合にの
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複合契約ゅの契約の消滅の将l続朽ち総みと法的奴拠{こ潟する一考祭
み， これを主契約のコーズとして間契約をと絞殺jとしてきたっ しかし Reigneのテーズが
U:lされた後{こ下された絞絞め全第一民事者111998年10月7日判決 (D.1998， p.563， 
concl. .¥1. jerry Sainte-Rose; D. somm. 1999， p.llO， obs. Ph. Delebecque; jCP. 1999 
1， p.1l4， obs. C. jamin) (ふ契約を然効とするためには一方当事者の決定的な動機
が他方当務者:こ認識されることを姿しないとして， この従誌の半Ij伊lぞ変廷してし
まった。そのため少なくともこのコーズの-71:約恕燈という点については， Reigne 
の見解は判例と議縫い現在ではその主主義は少なからず失われている。なお本'!可決
については， H. Capitant = F. Terre Y. Lequette， 1必 grands品rとtsde la jurispruω 
dence civile T2. 12ed， 2008， Dalloz， p.130 et sも参i札
30) P. Reigne， op.cit， 17)， p.276 et 5 
31) P. Reigne， op. cit， 17)， p.279. 
32) P. Reigne， op.cit， 17)， p.277. 
33) P. rミeigne，La resolution pour l'inexeclltion des contrats， inLa cessation des rehト
tions contractuelles d'affaires， PじAM.lヲ97，p.171 ct s. 
34) 契約の集合におけるこうした契約の消滅の法的根拠として， このようにコーズを
挙げる見解が学説の多くに支持されているといえるが，これに対し不可分性を後j廷
にする~毒事もこれに劣らず有力である。これら学説の見解については，抱事55複合
取引の法的構造(成文没 20071三)223]芝以下を参!被されたい。
なお， S. BrひSや S.Pelle等その後{こ波れた見解も含めて，同じくフランスにおけ
る判例および学説による契約問の相互依存関係理論の皮肉を検討する，小林手[1子
f複数の契約と翻7i依存関係の再構成j…法8巻 lijト135夏以下も参照した。 同論文
lふ樹!i.依海関係ミヶ個々の契約千良玄関jのみで考{設する契約アブローチと各契約と食
休との!認の相互依存関係に務lヨする全体アブローチという見解の分類念講h(こ，消滅
だけでなく契約の譲渡等契約問の樹立依存関係がli号題eとなる様々な局言語について，
検討するものである。
35) このように契約当事者間の均衡を回復し契約正義を災現する一つの手段として
の関釈されたコーズ概念について， もっぱらクロノポスト判決喜子念頭{こまれγr，主
題約{こ検訟をなすものに，例えば， J-P. Ch立zal，Theorie de la causεet justice con時
tractuelle，λpropos de l' arrとtChronopost (Cass. com.， 22 oct. 1996)， jCP. ed G. 
19ヲ8，p.1315 et s; J-M. GlIeguen， Le renollveau de la Cellse en tant qll'instrumεnt 
de justice contractuelle， D. 19ヲ9.chro， p.352 et s等がある。
36) j. Ghestin， op. cit， 16)， p.9 (こよれば，間授は， Catala毛主案において採鼠された
コーズの定義をと含む毛主:殺の主張について検誌をおこなうことをお約とするものであ
る。また p.903et sの結論において同草案とは7JIの新たなコーズ{こ関する条文芸さそ
提案しているむ
37) Ghestin (ふ従来のftPl務のコーズと契約のコーズという煎認には様々な問題があ
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るとし，コーズ概念を債務負担のコーズとして一元的lこ定義した i二で，ここにコー
ズの存在のコントローjレと佼務の合法性のコントロー/レという二元的な機能を認め
ている。 J.Ghestin， op. cit， 16)， p.l et 5， p.ヲ5et s. 
38) J. Ghestin， op. cit， 16)， p.136 et s. 
39) J. Ghestin， op.cit， 16)， p.138 et s. 
40) J. Ghestin， op.cit， 16)， p.592 et s. 
41) このような不可分性設の代表約な見JM{が， J-B. Seulフe，L'indivisibilite et les actes 
iuridiques， 1999， Litecである。その詳説Iについては，長H婆・前掲注 34)227 ffi[以下
会参P，~，
42) Ghestinによる草案怒由である P.Catala， op. cit， 3)， p.37 et s ~参照c なおi可草案
のコーズ{ニ隠する規定については，石川・前掲注 16)150 ]芝以下が，その問題点も
含めて，詳綴な分析をおこなっている。
43) とはいえ Ghestinの条文案と禁案との|習には相違も存在する c J. Ghestin， op. cit， 
16)， p.ヲ03et s (こよれば， Ghestinの条文案は合意された反対給付をコーズの不存在
についてあらゆる有償契約に共返するコーズとして位置づけているのに対し，草案
{ふ愛物契約 (1125条の 1)やE持率契約 (1125条の 3) といった契約類型について
独立の条文でコーズのiE設をナヰヨこなうなど，支配的な見解の彩饗を残している点
で， またそれゆえ条文数が多くなってしまっている点、で‘不十分であるとされる。
44) P. Catala， op.cit， 3)， p.38 et s 
45) この相互依待関係の効j:f~として，…ガの契約{こ定められた条項が他方の契約にも
効力を及{ます場合があること (1172条の 1，1172条の 2)，さらに契約の解釈につ
いても各契約がそれらが総する液引を考階、して解釈されること(1137条2項)も規
定されている c
46) P. Cal乱la，op. cit， 3)， p.64. 
47) P. Catala， op. cit， 3)， p.64の終説もわずか2fこ[にとどまる。
48) 以下については.¥1.FabreωI¥lagnan， op. cit， 10)， p.15やJ.Ghestin， op.cit， 10)， 
p.21 et s等を参照したっ
49) M. Fabre-.¥Iagnan， op.cit， 10)， p.15はクロノポスト判決やビデ;tクラブ判決等合
挙げる C
50) この契約における利主主なる概念に対しては， 1況に J.Ghestin， op. cit， 10)， p.23 et s 
により，コーズとl湾じく不明篠さや混乱全然じさせるリスクがあるとの批判がなさ
れている。 F.Terre， op. cit， 11)， p.200 et sやC.Larroumet， De la cause dc ]'obliga-
tion主l'interetau contrat， D. 2008. n35， p.2441 et s等もこれを批判する c またO
Tournafond， Pourquoi il faut conserver la theorie de la cause en droit civil fr品ncais，
[). 2008. n37， p.2607 et s (立，コースの担ってきた役割，特に契約の均衡と契約正義
のための手段としての役割守強調し，コーズの理論の消滅は非常{こ有容で不公正な
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複合契約ゅの契約の消滅の判断枠緩みと法的絞授!(こ関する一考察
結果をもたらすとしている
51) 他{こ相7i.依幸子関係にある契約はそれらが!認する取引を考滋して終釈されることも
規定されている(153条2項)。
52) M. I¥lekki， op.cit， 10)， p.116 et s (ふこのlJl!件について，緩行の不能や契約の初
益{こ依拠することは紛争のもととなりえ，学説や判例{こ従って~Il王者の窓尽やす;5iI.
可能性:こ依拠することがより適切である c また契約の無効の湯合のみをケ対象として
いるぷについて，半Jf7iJと同様に塁手，徐等{告の原因による契約の消滅の場合も対g<(こす
べきであるとする。
53) F. Terrふop.cit， 11)， p.198 et s -:e参照c
54) ヰ王寺i3誌においても各契約は取引を考;きして終釈されることが規泌されている (137
条lc
55) こうしたコーズの履行過綴への拡張については， これをケ主題約{こ検討する近I待の
テーズである， A. Cermolacce， Cause et execulion du contrat， Pじ人M，2001告示参照
した。終にその p.150 et s (こよれば，プアイナンスリースやその他の契約の集会に
おいてこうした契約の消滅が判例によって多くのf話会不可分注を線機{こ認められて
いるが，これらは当該の取引を達成するという各契約に共遜の契約締結図的である
生鋭的なコーズを考慮するものに他ならず，こうしたコーズがこの契約の消滅合議
く最良の根拠て、あり，そしてここでこの主緩約なコーズばしばしば股f子段階におい
て消火し，成立のみならず履行段階においてもその存続が設とめられるとされてお
り，かくしてコーズの緩行段階への拡張がここにも認められるとされている
56) )-13. Seube， op.cit， 41)， p.20i et s. 
57) )必.Seube， op. cit， 41)， p.321 et s. またその後{こ契約の失効と契約の集合につい
て者された，トB.Seubc， Caducile et ensemble contractuel indivisible: timidite jtト
risprudentielle ou audace doctrinale?， in Le monde du droit， Economica， 2008， 
p.925 et sも参照3
58) こうした契約の失効合後討する近l待の論考として，例えば， V. ¥V estcr-Ouisse， La 
caducit己enmatiとrecontractuelle: une notion a reinventer， )CP. 2001 1 290カ三ま
た近I!寺のテ-7;'としては， F. Garron， La caducite du contrat， PじAI¥I，1999および
C. Pelletier， La caducite dεs actes juridiques en droit prive francais， L'Harmattan， 
2004がある。 以下では契約の失効のいくつかの争点についてこれら失効主主主題約{こ
論ずる論考の見解についても ~'1えする。なおこのフランスの契約の失効について
は，…ヒチ1':t毛十 fフランス法における「契約の失効Jについてj明大法研論集 15.Jラ97
][以下が先駆的である。 間論文は， Garronのテーズをもっぱら対象とし，契約の集
会における失効についても検討ななしている c
59) )-B. Seube， op. cit， 41)， p.412 et s (ふ炎効{こは遡及効がないとした上で，技巧約
であることを認識しつつ， P. Reigne， op.cit， 33)， p.1i5 et sの指摘をふまえて，伊j
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えば履行が完了した究資契約について，失効:こよりf!)E(こ移転した所千否権が同契約の
滋及約il'iむこよらずに再びう1:j三{こ移転し，うで支は畏:io(こ代金をど)g)還する義務を食う
と説明する。
60) R. Chaaban， La cadllcite dεS acles juridiqllcs己tlldede droit ci¥"il， LGDj， 2006. 
61) R. Chaaban， op.cit， 60)， p.2 et s 
62) R. Chaaban， op. cit， 60)， p.i ets 
63) R. Chaaban， op. cit， 60)， p.14 el s 
64) R. Chaaban， op.cit， 60)， p.23 el S 
65) この我が国の事情変更の隊員百{こ対応するフランスの不予見理論は，会‘として議室続
日ヲ契約において偶然の事故または不可抗力とはいえない事情の変更によってその緩
行が契約締結当時{こ佼務者の予期したものよちはるかにゑおになる場合{こ，そのfri
務者に契約の終徐，解約または改訂守主主求する権利を認める怒論であるとされる。
この理論は， 300年以上前:ニ合怒され維持裂と不均衡になっていた運河の使用料の
増額如何が問題になった事案において，民法!Jlt1134条そ根拠:こ裁務所が当事者ーが自
rlになした合主主ーをいかに衡平であるとはいえ修正する権限を有しないとした，著名
なli皮主主続災事部 18i6年3Fl6日 (D.18i6. 1. 193， note GibollJot)のクラポン運河
事件'1可決以米今臼に宣るまで少なくとも司法絞判所においては採用されていない
(ただし行政契約については行政裁判所はこの辺論のj即日を認めている)。そこで経
済状況の変動{こ対しては、今日まで， 3:'として特定の契約努!裂についての立法によ
る撚波や当事者のお己防総(あらかじめ改訂条項や f~I I}VJ変動条項そ契約に係入して
おくなと)によって符処してきた乙 しかし31i1l寺におl'iご向原刻告示耳立ち巻く状況は次
のように大きく変化するに三さっている。すなわち，まずヨーロッパ契約法在京員U6 : 
111条においては，事長3の変!E(こより一方当m:殺にとってi'l務の履行が著しく負担
になり，その京協の変更が契約締結後の予見しえないものであり，かっそのリスク
をその2当事者に帰せしめるべきものではない場合には，当事者にいわゆる潟交渉義
務が諜されたうえで、間交渉が不潟{こ終わった場合(こは，主Ii;'!，リ1ぎに契約の改訂また
は毒事泌が認められておち，また悶r};Jにおいても， f立務法，契約法改}豆諸草案のうち
Terre草案 (92条)および司法令室草案(136条)においてはこれにj互い規定が;泣か
れ， また CataJa慈案(1135の l条， 1135の2条， 1135の3条)におし、て{主将交渉之
の不調の湯合{こ当事者による契約の解消が認められているのである。以上のプラン
スにおける不予見環論については，五:イ滋ìi~f iフランス法系における不予見淫論j
?契約と事情変更(干すきを潟 1969fド)36}'[以下やLJ仁1俊夫?概説フランス法一日
(東京大学出版会 2004年)91玄以下，ヰ1凹総iぷZ継続的552ミの解消J(千まきを関 1994
年)13i頁以下および 164頁以下塁手を参照した。クラポン巡湾事件判決について
は， H. Capitant f. Tcrre = Y. Leqllet代、 op.cit，29)， p.183 et s等を参!被したの
66) この点はV.Wester-Ollisse， op.cit， 58)， p.183 et sの翁錦lこ基づくものである。た
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だしいTester-Ouisse ;ふ失殺!の認められる滋i混として，コーズが消炎した場合に鍛
えて，不予見双言語が主として慾定している給付が著しく均衡を欠く{ニヨさった滋合を
も挙げている点{こ注2まずべきである
67) R. Chaaban， op.cit， 60)， p.121 et s. 
68) f. Garron， op. cit， 58)， p.131 et s (ふ i母様に，契約の本質的要素としてのコーズ
は契約の履行段階{こ，沿いても存続が求められ‘ これが消失することにより契約が失
効するとしたうえで，その.=tな滋函として相互依存関係にある契約の集合において
他の契約が消滅した場合'a:挙げているコなおGarronはここでのコーズについて‘
契約の集会{こむいて全体を包摂する包括的な合法の移夜ぞ措定したうえで， このぞT
Z玄{こ内夜し各契約主主結びつける flll~史的なコーズとの理終守している
またC.Pelletier， op.cit， 58)， p.128 et sは， しばしば契約の集会が主従関係にあ
る滋合{こは従物盟議が，相!i依存関係にある場合lこは不得分性がこうした契約の消
滅の後拠とされているが，コーズミナ一方が追求し他方が考慮{こ入れた限的とするI先
述の Reigneの見解{こ依拠しかっ履行段浴においても不可欠な姿議とすることをナ前提
に (p.48et s)，いずれのt窓会にもこのコーズが後拠になるとし，コーズの契約締結
後の消失により契約は1~l効で;まなく欠効するとしている。
69) R. Chaaban， op. cit， 60)， p.159 et s. 
70) R. Chaaban， op. cit， 60)， p.170 et s 
71) R. Chaaban， op.cit， 60)， p.185 et s. C. Pelletier， op.cit， 58)， p.147 et s間段。
72) そうすると，ここでコーズの消失によって認められる契約の炎効はこの契約lE義
~~超現する役割i なm うことになるおこの点，契約の炎効力1認められる均[爵として
このようなコーズの消失の場合に加えて給付の著しい不均衡の渇?ををとも挙げる V.
いlester-Ouisse， op. cit， 58)， p.186 et s (ま， 9と効の契約における均綴の閥復，逮十骨災
渓のための道主主としての怒設を強認する c そして失効が認められる接持さについて
も，契約はー毅的利主主や主主災さの主主誌に合致しなければならず，-tn当事者全磁絞
させるがごとき契約はこれらに反するゆえに失効するとしている
73) こうした危険が災現した典型約な例として， Chaaban'ふ災貸借契約と子己資契約
からなる三当事者間の取引において，約手方の認識を問題とすることなく前者の無
効による後者の務終合認めた，破駁 i涜務音r~ 2001年 6fJlEl、間決(1ど1'Dciv. 
2002， p.97， obs. J. ?¥lestre et s. Fages) '3:'挙げている c
74) R. Chaaban， op. cit， 60)， p.18ヲet$. 
75) この顛落!な廷の制Uf廷については，原田慶ぢ 5ローマ法{改訂万(有斐閣 1968年)
3051主以下および357]主以下や船田字二 5ローマ法第4巻〔改絞JJ(おi皮設!苫 19i1
年)65頁以下および403頁以下， ウノレリッヒ・?ンテ〔問中尖/議浮英治言RJ 口一
?法の!愛史(ミネ/レグァ設弱 2008 年)苓~~ケ参照したっ
76) R. Chaab‘111， op.cit， 60)， p.331 ct s. 
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7i) 1ミCh乱aban，op. cit， 60)， p.375 et s 
78) これに対して， F. Garron， op. cit， 58)， p.2il et s (ま，この災j，J]の巡及効主1何の陀
認について，継続的契約の場合には，実務 j二愛読されていることに加えて‘失効以
前契約は有効だったのだから，当然遡及効を有さず， IlfJ符履行契約の場合{こも，そ
もそも遡及効は法律によるブイクションであ弘法文にない以 i二遡及効'd:'認めるべ
きではないとし，いずれの場合{こも失効;主将来効のみを有するとしている。
またC.Pelletier， op. cit， 58)， p.381 et sも， ~~j翠及 1 :が隠れた法のー絞原則であ
ることや怒及効と失効とはそれぞれが手ぎする機能の点で爾立しえないことから，契
約の失効{ま非主主2えが際刻であちーただ手続行為についての総数としての失効には例
外約に遡及効が認められるとする。
79) R. Chaaban， op.cit， 60)， p.408 et s. 
80) 例えば， V. ¥.¥'εster-Ouisse， op. cit， 58)， p.185 et sも失効についての裁判官の権限
と役昔話の大きさを~:f民摘している c
81) R. Chaaban， op. cit， 60)， p.433 et s. 
82) R. Chaaban， op. cit， 60)， p..J73 et s. 
83) これに対して， F. Garron， op. cit， 58)， p.187 et s (ふ原則として，契約の失効は
その本質的安芸誌の消火のみによって自動的に生じ裁判官はこのことを線認するこ
としかできず，当事者も失効した合窓をど追認できず警フミ究IJ前であれば合会:した失効
条項を廃止することでこれに凝っく失効令回避することができるが，失効後;立彩it，こ
な合fJ.をする{也ないとし，tこだ停止条件不波紋の滋そ?を念頭:こ樫いて弔一方当事者
のために欠効事Ilが合ZJ;され， この者がこの失効を放重さして契約を若子統させること
もマさる詩i対的欠効の滋会等;ふ失効が当事者のf;tJiI1，{こ依存することになるため‘
その{姥外にあたるとする c
同様;こC.Pellctier， Op. cit，う8)，p. 325 et sも，契約のタミ効は自動的に生じ‘当事
者の意思表おも裁判所の判決も不姿であり，欠究bDijであれば契約13El3の原日目から合
3ました失効条項を変更するなどして失効をと[i:i]避することができるが，失効後であれ
ばその自動効から契約さ当事者ーは新たに合窓することはできても失効会放棄すること
はできないとし，また裁判1ぎのコントロー/レも失効の姿件の充足の潟無を判断する
にとどまら，その'1'1]決は失効の存夜を確認する確認fl'g判決であるとしている c
84) 以との契約の失効に関する Chaarラ立n の見毒~i について， {J1JえばトB.Seube， op. cit， 
57)， p.932 et sはこれによ子し， r詩旨の理由をと述べてその遡及効と ~I'i当重IJ 完b 合主援す
るc またこのうち特にその遡及効そ認める点は， F. Terre = Ph. Simler = Y‘Lequette， 
op. cit， 14)， p.98 ct sやJ.Flour J. L.八ubert= E. Sa¥'aux， op. cit、14)，p.279 et s 
等の複数の代表的な教科書の失効{こ関する記述にキfいても採用されている。
85) P. Catala， op. cit， 3)， p.45. 
86) P. C立tala，op. cit， 3)， p.J5. 
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8i) 草案 1172 条の 3 が失匁!の遡及効と非自勤労1~認めていることについては， )-13. 
Seube， op. cit， 57)， p. 932 et sを参照。
88) この規定については， M. Mekki， op. cit， 10)， p.1l7 ~参!I!なむ
89) この草案の契約の失効の規定については， F. Terre， op.cit， 11)， p.236 et sを参照
した。
90) 本間の契約の消滅の判断枠組みと法的後拠については， wt(こ主主総 f後合契約とし
ての第三者与{言恕消費一義信用取引JFl報司法議会436号36支以下において，簡単な
がら以下の考察の方向性ぞ示している。
91) これら裁判例の詳細については，総務・前掲注 34)298 J支以下およびそこで挙げ
られている文献を参照されたいc
ヲ2) 二3Ijl者間の複合契約{こ関するその後の向擦の判決として，データベースの関発
合目的とした請負契約とサーパーの売資契約からなる複合契約について，官ij者が
後者~前提とする隠契約の…体関係を務自に，約者の契約の終徐立J r:l:i が後者の契約
の解徐容r:l:Hこ該当するとした，京芸u也判王子持~ 18年 6Fl 30 B判l待1959号 73頁があ
るc
93) 本判決の各評釈者の指摘するところである c 玉尽弘毅 f高齢者向けケア付き分渓
マンションの法律関係lこ関する一考察j浴衣i法学研究 6巻 2号 46Nおよび中聖子妙子
f料金tJジュリ 1182iJ-103 N参照。
94) 近終においてこのようなアブローチを採用しているとよまられるのが， 3LI絞竣大
f複数の契約における一体性の判断基準とその姿楽についてj被お 18巻 3号37支J;)、
下ー である。 持論文は， ドイツのブランチャイズ1ix.'11 (こ関する裁判例を検討してラ契
約の消滅を基礎づける主として二当事者間の複数の契約の一体性の判断基添とその
姿言誌を鈎出することを試みているコ
95) 小野秀誠 f目的不到達の復権j…論8巻 1~ 21 N以下参照合
96) J銭本lE晃 F民法{ニヰヲげる事情変更の原HU.i(手まさE隠 1926年)1 N以下。
ヲ7) 双十嵐・前潟訪日)1 N以下ゃ悶 f苦手様変更の綴郊の湾検討j士会学教室{第二綴〕
8ii子3i1主以下，Ii十滋浴「銭誤，行為基礎の災失，事情変更の隊員山奥間関i議総綴
5民法学 1 (有斐閣 1976if) 185]立以下。
98) 今日lニヨさる我が留の事情変更の際i!Uについては，谷口知王子他弱行弄!波注釈民法
(13)符niiJJ授は〔五十嵐浴J(脊斐[潟 2006年)66夏以下や液ilR.J伎lJj債権総論 1(~ 
2 J仮J (f言Ll!社 2003年)196 N以下，山本敬三 5民法議後IV1 (有斐閣 2005
王手)101 N以下，北山{多様「事情変更の涼H山内凶変{也溺?民法のや点(有斐閣
2007年) 225 夏以下等;~， ;lII待の議総については，山本塁夏j合f契約交渉関係の法的
機逃についての…考察(ー)~(三・完 )J 民磁 100巻 2号 22主主以下， 3努51N以
下， 53ラ88]ま以下ゃ五十嵐清 f事務変受・契約務整・ 1写交渉義務j札大企菜法務2
E子47N以下，石JIj等淡 rf再交渉義務」論の搭迭とその理論的基礎(ー)(二・完)J
コ
法協 118巻 2号 48支以下， .j号 40頁以下，吉政実日広 f契約締結後の芸評情変動と契
約規範の窓義(ー)(二・完)j民尚 128巻 l号43]立以下， 2号31差以下，内田安[事
総変更と契約の拘束力j加藤務信{也溺 121ttt紀の日 ~1ì.民等法学(fぎ山主!:2005年)
3][以下等を，また伝統的な事悩変突の原則論と)1I1待の怒論状況との関係を祭濯す
るものとして，中村栄 f事情変更の綴慮とその判断泌総については)J成城i5号
59 ]ミ以下およびl司 iJ1I1待の「事務変更の際別」論の変容と「事情変更の原則」論の前
従の変化についてj明治大学法科大学院論集 6努 113I主以下合参照した会
9ヲ) 以下本綴裂の ~{tlーと効よ誌については，山本・ I誇掲注 98) 112 ][以下~参照c また
ヨド類型については， これを主題的に検討する，泉凶g.l;立 f契約尽的の到途不能につ
いてj愛子7・26巻 2号 61頁以下や架凶品「行為基礎怒論における契約目的の佼置づ
けj法学政治学論究 i4号9ヲ夏以下等も参照c
100) 中Ul充 f事情変更の原HUj遠藤浩{也監修 5現代契約法大系第 I巻(有斐I怒 1983
年)i6主主以下および黒田・前掲注ヲ9)i4頁以下参j問。
101) 飯島紀Hf{r事情変廷の効果としての契約の適合と解消j都法 35巻 1号 146][以下
参照C
102) 以下{こ挙げる以外にも， B約の到達不能の類型守合む我が国の事情変獲の原則の
~1'1ヱとして，事情変更の契約成立後履行完了前の発生が考会げられることがあち，契
約の失効にはこの姿件は求められておらず， この点はその受容にわたっての隊筈に
なちうる。しかし近時においては向原則のまさ件としてこれに綴れない文献も少なく
ないG 例えば， 1.1本・ 1泌iIもm:98) 1041'[以下や|勾沼む'J:民法I[~2 版〕債権各論j
〈東京大学出版会 200i年)i5 TI以久平野総之 5民法総合5契約法(倍以i担:
200i年)155 1'!以下寺子。
103) 加Jf.針fEftl 新民法大系 1[第 2絞)J(符斐|刻 2005if:) 2611主以下参照。なお錯誤
論のゆでの三層的法律行為議については，磯村係ロ力[J絞殺{言コ加藤新太郎 f法徐行
為論と錯誤」加藤毅{言{也綴?現代民法学と実務(上).l(判例タイムス社 2008年)
115 N以下も参照したc
104) 悶約不到達の不当初得の問題が法律行為の効力の問題として処尽されるべきであ
ることは，妓{こ，加5棄すfH言勾オf塗法の体系と不当初得;去の構造J(有斐|溺 1986年)
6i9 ]主以子ーにおいて主寂されていた。
105) 黒田・前掲i主99)i8 ]主以下は悶約の到達不能が動機の錯誤{こ隣接し，設も参考iこ
なる理論であること合指摘している。
106) 加藤説は日本およびドイツの(符{こ前提訴首および行為tg;密室論についての)学説を
ふまえて展開されたものであるが.前提的合;廷がフランスにおけるコーズ論と一斉fi
関係することにも言・2えしている(加藤・前掲注 103)2i6頁)。確かに主観約で履行
段階に拡張されたコーズはその少なからぬ部分がこの前提約合}~と対応することに
なろう
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10i) 加藤説はここで複合契約論を念鎮;こ誼いているわけではないが，その見解合数お
すればヰ玄関の契約の治滅如何もここに取り込まれうるとの遂旨である c
108) 小聖子・前掲注95)22:&以下はもっぱらラーνンツの行為基礎論の契約目的漆成不
後のきs分(訳であるにラーレンツ〔勝本lE晃{U!訳J行為議選室と契約の履行[中
央大学出版部 1969年〕では 152頁以下)をと参照している。
なおドイツの行為蒸礎論については，例えば，1i十嵐・iI持母注65)72:&以下や
ラーレンツ・本i主 1:&以下，磯村営?錯誤給量~J (有斐問 1997年)1:&以下，五十
嵐L清 fドイツ行為法縫論小史(1)(2・5毛)J札大 15巻 21子47支以下， 16老会 1号87
:&以下，中村議 f事情変更法獲における債務線放機能と債務内容改訂機能j足立城 72
号 3守交以下等を参照したの
109) 小野.il掲j主95)21夏以下参照c
110) 小野・前潟注95)28頁以下参照。
111) 久保宏之子経済変動と契約理論(成文堂 19924)238頁以下。
112) 以下については， :=t!こ，小村 f近時の「事箭変吏の保則」論の変容と「事後変廷の
原R日」言語の前提の変化についてj前掲注98)145:&以下や中村議 f務箔変更の滋隠と
その妥当性J私法 70号 150:&以下等i:'参照した。
113) 中村・前掲j主112)150:&。中村号室 f後発的事情変受の額滋とその妥当性 (4・発)J
滋大経済総MU8巻 i号 185頁以下も参照c
114) この広畿の繁俗変更の原燃については，狩!こ，中村 f事情変更の綴鐙とその判断
;/&怒について (1)J li掲浅 98)63頁以下を参照っ
115) なお本総は{也の契約の解除等による契約の解i添を認めるものであるが， これに対
し， J二記平成8年の最高裁判淡以来の裁判例は，人契約のfl'1務不緩行に基づく入契
約およびお契約の鉾除というように，一見{践の契約のfi't'li&不履行による契約の終i徐
を認めるもののようにも見える。しかし他の契約の僚務不緩行はが.なる履行の遅滞
ではなく，その解!なも間終{こ求められて.:sIJ ，またこの債務不履行によって契約の
締絵践的たる取引の迷或は不絡になっているのであるから，これらは向じく締結後
に沼約を災失した契約の解除を認めるものであって，法律構成を奨にするわけでは
ないむ
116) 総務「復合契約と公序良俗(上)(下)J 0民生活統究47巻 2号 20頁以下， 3号18
支以下i:'参照されたいっ
117) 錯誤，符に動機の錯誤とコーズとの関係については，森田宏樹ド合;窓の殺後」の
機迭とその拡張理論(l)JNsL 482号 25:&以下や符「民法九五条(動機の錯誤を
中心として)J広仁科愛媛他緩?民法典の百年 IU(有姿額 1998年)193]ま以下，大村
敦えま 5典芸立契約とず主笈決定(お斐i濁 1ヲ97年)180頁以下，IJ、粥・前掲i主20)64頁
以下等を参照した。なおプランスの錯誤;去については，野村塁塁弘 f:iま怒、表示の錯
誤(ー)~(七)J 法協ヲユ巻 10 号 82 頁以下， 93巻 1王子68頁以下， 2号 91頁以下， 3 
コ/
号1][以ド， 93老会4サ41][以下， 5号.64頁以下，品安子60][以下や11潟叉i会「錯誤
Iぬの再検討j 神戸 51 巻 3~ま 2ヲ][以下等;を参照したc
118) 加藤・前掲注 103)271 ][以下参獄。
119) 例えば，平野裕之 f一部無効j終寿夫編?法律行為然効の研究(日本評論争土
2001年)189頁以下は，絡会契約(後合契約)においてー郊の無効によって契約を
した日約が失われたことにより，残務が錯誤によって無効となりうるとしている。
120) 主主お，主主主5・前掲j主34)においても残されていた本|潟の消滅の判断枠総みと法的
根拠の解明という自身の課題に答えるとの本稿の性格から，本文中においては検討
しえなかったが，近時， この?具合契約を含む複合取引について，複合取引全体ぞ包
指する合意として，多数当事者の合同行為的な伺主主の主主、思、表示lこより成立するま基本
契約が存在するとし，複合取引をこれと各当事者による{殴別契約の総体としてとら
え，基本契約の解消{こより個別契約はそれ自体{こ解j均等自が存夜しなくても将来に
I匂かつて消滅することを主張する，中合寛樹「多角的法律関係の法的構造に関する
覚書j名法 227号 185頁以下が現れている c 複合取引の提起する消滅のみならず
様々な潟蔚の問題{こ対処しうるうえに，本間についても単純明快な解答をもたらし
うる注目すべき見解であるが，本稿はこのような合窓を認めがたくとも本間の消滅
合認めるべき場合もありうるとの立場であるご
121) また近時，民法(依権法)改正検討委気会より鋭機法改正の基本方針が発表され
(民法(僚権法)改正検討委員会 f債権法改jfの基本方針JNBL 904号)，本間につ
いても注目すべき提案がなされている c 発表が1先的関線であったため，本文中で検
討しえなかったが，ヱドiお{こ関わるその内容について，少し紋れてみたい。委員会は
次の提祭合している。すなわち， [1.5.50] (複数の法律行為の無効)i複数の法律行
為のi討に密接な際法性がある場?をにおいて，ーの法律行為が然効となり，当該法律
行為がÍff~効であるとすれば当事者がこれと W;援に関連する{践の法律行為ぞしな
かったであろうと合理的{こ考えられるときは， f也の法律行為も無効である。Jと
[3.1.1. 81] (複数の契約の終除) i悶ーさ当筆者間で給ばれた複数の契約の問{こ密接な
関連慾がある場合において，ーの契約に解除原図があち，これによって複数の契約
を締結した目的が全体として速成できなくなったとき，当事者は，【3.1.77](こ従
い，当該複数の契約全部を終徐することができる。Jである。本提案は消滅の局郊に
おける複合契約の法漂の明文化の一つの試みとして注尽に値するものである。本間
{こ関する議論lまえミだ熱しているとはいいがたいが， これに演する最高裁判決(複数
の法律行為の無効についてはおそらく最二手Ij昭和 30年 10月7B民集9巻 1Hま
1616頁に，複数の契約の解除については毅三判平成8年 11月12日民集50巻 10号
2673頁lこ)に依拠して，条文化を限り，またその要件が始象的なもの(例えば密接
な関遠性)にとどめられていることで，本間のみならず新たなIAJ題についても今後
の判例，学説の発援に足場を提供するものといいうる。こうした条文を設けること
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自体の複合契約議の発展にとってのZ主義は疑いえないc しかしそれでも提案の内容
については次のような疑問もあるコすなわち，まず複数の法律行為の無効について
は三当事者以上の上話会主主排徐していないのに，なぜ複数の契約の解除については二
E当事者の場合に限定しているのか。次に密綾なi努迷伎に加えて，それぞれ，当事者
が他の法律行為~しなかったと合理的{こ若まえられること，契約締結目的討議成でき
ないこと， ~~{~二:こ挙げているが，両者ーが微妙{こ異なるのはなぜかむさらに複数の
契約の終捻の綴律は後三三判平成 8年11月 12日のエッセンスミナ条文化したものとい
えるが， I司'i'1J診とがエ-F~クメーキングな気重さな判決であることは疑いえないとして
も，それ自体は明lì{~な盟議終成金擬ヨミするものではなしその解明はもっぱら民法
学説の発筏にゆだねられており，またその射稼が三当事者閣の取れにも及ぶのかな
どの課題も残す判決でもあるため(特にその調査官解説である，近藤後続「半日露卒j
i誌判終必巻8号 276][~参照)，そのままの形での条文化iこは遜さず，かえってこ
れらについての今後の議論の{展開会阻害してしまうことになってしまわないだろう
カ》。
〔付記〕 本稿は， 2009年度南山大学ノtッへ研究奨励金 1-A-2に基づく研究成果
の…郊である。
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